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新
年
を
迎
え
、
謹
ん
で
年
頭
の
ご
挨
拶
を
申
し
上
げ
ま
す
。

　

皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
希
望
に
満
ち
た
新
年
を
迎
え
ら

れ
た
こ
と
と
心
か
ら
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

旧
年
中
は
、
当
協
議
会
の
事
業
に
対
し
格
別
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
賜
り
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

昨
年
一
年
を
振
り
返
っ
て
み
ま
す
と
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
感
染
拡
大
も
３
年
目
に
入
り
ま
し
た
。
ワ
ク
チ
ン
の
複

数
回
接
種
が
一
気
に
加
速
し
た
も
の
の
、
第
７
波
と
言
わ
れ
る
８

月
の
中
旬
に
は
一
日
26
万
人
も
の
新
規
陽
性
者
数
を
記
録
し
ま
し

た
。
秋
口
に
は
一
旦
沈
静
化
し
ま
し
た
が
、
年
末
に
か
け
て
再
拡

大
し
て
、
累
計
で
は
国
民
の
４
人
に
１
人
の
割
合
で
感
染
し
た
状

況
と
な
り
、
春
先
ま
で
は
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
と
の
同
時
流
行
が
懸

念
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

一
方
２
月
に
は
、
ロ
シ
ア
が
ウ
ク
ラ
イ
ナ
国
内
に
侵
攻
を
開
始

し
、
世
界
が
驚
愕
し
ま
し
た
。
戦
況
は
長
期
化
の
様
相
を
見
せ
て

お
り
、
各
国
の
輸
出
入
制
限
な
ど
に
よ
り
世
界
経
済
に
深
刻
な
影

響
を
与
え
て
い
ま
す
。

　

地
方
遊
説
中
の
安
倍
晋
三
元
首
相
が
凶
弾
に
倒
れ
、
国
内
に
衝

撃
が
走
っ
た
の
は
7
月
で
し
た
。

　

ま
た
、
対
米
ド
ル
為
替
レ
ー
ト
で
は
、
米
国
の
相
次
ぐ
金
利
引

上
げ
を
受
け
て
急
激
な
円
安
が
進
み
ま
し
た
。
10
月
に
は
１
ド
ル

１
５
０
円
台
ま
で
進
み
、
24
年
ぶ
り
の
政
府
に
よ
る
ド
ル
売
り
・

円
買
い
の
為
替
介
入
に
ま
で
至
り
ま
し
た
。
年
末
に
は
１
３
０
円

台
前
半
で
推
移
し
て
い
ま
し
た
が
、
長
引
く
円
安
の
影
響
は
資
源

高
も
あ
っ
て
物
価
上
昇
を
招
い
て
お
り
、
家
計
や
企
業
に
重
く
の

し
か
か
っ
て
き
ま
し
た
。

新
年
の
ご
挨
拶

全
国
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会

会
長　

高 

井 

昌 

史
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こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
全
世
代
型
社
会
保
障
制
度
の
構
築
に

向
け
た
改
革
の
第
一
弾
と
し
て
、
10
月
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
の

窓
口
２
割
負
担
区
分
の
導
入
や
短
時
間
労
働
者
の
適
用
拡
大
等
が

施
行
さ
れ
ま
し
た
。

　

そ
し
て
、
９
月
以
降
本
格
的
な
議
論
が
開
始
さ
れ
た
社
会
保
障

審
議
会
医
療
保
険
部
会
で
は
、
年
末
に
「
議
論
の
整
理
」
が
取
り

ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。
具
体
的
に
は
、「
出
産
育
児
一
時
金
の
大
幅

な
引
上
げ
や
全
世
代
で
支
え
る
仕
組
み
の
導
入
」、
ま
た
、「
高
齢

者
医
療
制
度
に
お
け
る
高
齢
者
負
担
率
の
見
直
し
や
賦
課
限
度
額

の
引
上
げ
、
所
得
割
率
の
引
上
げ
等
」、
そ
し
て
、「
前
期
高
齢
者

の
給
付
費
調
整
に
、
部
分
的
に
『
報
酬
調
整
』
を
導
入
す
る
」
等

の
改
革
の
方
向
性
が
示
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

一
方
で
、
拠
出
金
負
担
が
過
重
と
な
る
被
用
者
保
険
者
へ
の
配

慮
と
し
て
、
健
保
組
合
に
対
し
、
企
業
の
賃
上
げ
努
力
を
阻
害
し

な
い
よ
う
に
国
費
に
よ
る
更
な
る
支
援
を
行
う
こ
と
等
も
示
さ
れ

ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
我
々
の
か
ね
て
か
ら
の
主
張
で
あ
る
現
役
並

み
所
得
の
後
期
高
齢
者
の
保
険
給
付
へ
の
国
費
投
入
等
の
議
論
は

進
ま
ず
、
現
役
世
代
の
負
担
抑
制
を
目
指
し
て
、
引
き
続
き
改
善

へ
の
取
組
み
を
強
化
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

さ
て
、
健
康
保
険
組
合
の
令
和
５
年
度
の
財
政
見
込
み
は
、
後

期
高
齢
者
支
援
金
で
は
、
い
わ
ゆ
る
団
塊
の
世
代
が
後
期
高
齢
者

と
な
っ
た
令
和
４
年
度
の
増
加
分
を
加
え
た
２
か
年
分
の
リ
バ
ウ

ン
ド
が
想
定
さ
れ
、
ま
た
、
薬
価
引
下
げ
が
あ
る
も
の
の
尋
常
で

な
い
伸
び
が
続
い
て
い
る
医
療
費
の
増
大
な
ど
、
こ
れ
ま
で
に
も

増
し
て
非
常
に
厳
し
い
運
営
の
一
年
と
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま

す
。
引
き
続
き
そ
の
動
向
を
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス
テ
ム
を
中
核
と
し
て
、
健

診
・
医
療
情
報
等
の
情
報
共
有
の
拡
充
は
確
実
に
進
展
し
て
い
ま

す
が
、
特
に
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
健
康
保
険
証
機
能
の
登

録
者
数
は
全
人
口
の
３
割
程
度
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。
医
療
機

関
で
の
積
極
的
な
導
入
も
鍵
を
握
っ
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
す
が
、

そ
の
片
方
の
当
事
者
で
も
あ
り
高
い
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
を
負
担

し
続
け
る
健
康
保
険
組
合
も
、
国
民
の
方
々
の
利
便
性
の
向
上
を

め
ざ
し
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
普
及
に
向
け
て
更
な
る
努
力
が
重
要

に
な
り
ま
す
。

　

本
年
は
「
兎
（
う
さ
ぎ
）
年
」。〝
家
内
安
全
〟
や
〝
飛
躍
〟
の

年
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
新
た
な
変
異
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
感
染

再
拡
大
へ
の
懸
念
が
ぬ
ぐ
え
な
い
日
々
が
、
当
分
続
く
こ
と
が
予

想
さ
れ
る
中
で
、
ど
う
か
大
き
な
制
約
を
受
け
る
こ
と
な
く
社
会

経
済
活
動
が
順
調
に
回
復
・
上
昇
に
向
か
う
よ
う
願
っ
て
や
み
ま

せ
ん
。

　

全
総
協
は
、
本
年
も
健
康
保
険
組
合
連
合
会
と
も
連
携
の
上
、

全
力
を
挙
げ
て
総
合
健
康
保
険
組
合
の
発
展
の
た
め
に
活
動
し
て

ま
い
り
ま
す
の
で
、
皆
様
方
の
一
層
の
ご
協
力
と
ご
支
援
を
お
願

い
い
た
し
ま
す
。

　

結
び
に
、
会
員
組
合
の
ま
す
ま
す
の
ご
発
展
と
皆
様
方
の
ご
健

勝
、
ご
活
躍
を
祈
念
し
て
年
頭
の
ご
挨
拶
と
い
た
し
ま
す
。
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「
マ
イ
ナ
保
険
証
」の
普
及
に
医
療
保
険
者
と
し
て
協
力
を

　

政
府
は
昨
年
10
月
、
令
和
６
（
２
０
２
４
）
年

の
秋
に
は
現
行
の
健
康
保
険
被
保
険
者
証
（
保
険

証
）
を
廃
止
し
て
、「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
に
切
り
替

え
る
方
針
を
明
ら
か
に
し
た
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
は
、
社
会
全
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
進
め
る

た
め
の
最
も
重
要
な
社
会
イ
ン
フ
ラ
で
あ
る
。
医

療
機
関
間
の
連
携
体
制
が
整
え
ば
、
診
療
や
検

査
・
服
薬
デ
ー
タ
の
閲
覧
が
で
き
る
等
、「
マ
イ

ナ
保
険
証
」
を
紙
や
カ
ー
ド
の
保
険
証
の
代
わ
り

に
使
用
す
る
こ
と
で
得
ら
れ
る
利
用
者
の
メ
リ
ッ

ト
は
多
い
。

　

ま
ず
、
医
療
機
関
等
に
お
い
て
「
顔
認
証
付
き

カ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
」
で
顔
写
真
デ
ー
タ
と
照
合
し

て
本
人
確
認
が
で
き
る
た
め
、
対
面
で
接
触
す
る

こ
と
な
く
受
付
を
自
動
化
で
き
、
待
ち
時
間
を
短

縮
で
き
る
。

　

ま
た
、
本
人
の
同
意
の
も
と
、
原
則
と
し
て
過

去
３
年
分
の
処
方
薬
（
令
和
３
年
９
月
以
降
）・

受
診
（
令
和
４
年
６
月
以
降
）
の
電
子
化
さ
れ
た

履
歴
を
見
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
正
確
な
状
況

を
医
師
や
薬
剤
師
に
伝
え
る
こ
と
が
で
き
、
よ
り

良
い
医
療
を
受
け
ら
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
」
を
使
え
ば
、
特
定
健
診
情
報

や
薬
剤
情
報
・
医
療
費
の
閲
覧
も
で
き
る
。

　

な
に
よ
り
、
医
療
機
関
側
で
過
去
の
検
査
情

報
・
投
薬
状
況
が
連
携
さ
れ
る
た
め
、
重
複
検
査

や
薬
剤
多
重
投
与
が
防
止
で
き
る
。

　

医
療
保
険
者
の
事
務
に
と
っ
て
も
多
く
の
メ
リ

ッ
ト
が
あ
る
。
保
険
証
を
は
じ
め
、
高
額
療
養
費

制
度
を
活
用
す
る
際
の
限
度
額
適
用
認
定
証
、
高

齢
受
給
者
証
等
の
印
刷
・
封
入
等
の
発
行
事
務
の

負
担
及
び
費
用
の
軽
減
は
も
ち
ろ
ん
、
保
険
証
の

不
正
利
用
防
止
・
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
向
上
も
期
待

で
き
る
。

　

し
か
し
、
現
在
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
申

請
率
は
63
・
7
％
、
交
付
率
は
55
・
8
％
で
あ
り
、

交
付
枚
数
に
占
め
る
保
険
証
の
利
用
登
録
率
52
・

9
％
と
低
調
で
あ
る
（
昨
年
12
月
18
日
時
点
）。

　

デ
ジ
タ
ル
庁
の
資
料
に
よ
れ
ば
、
カ
ー
ド
の
未

取
得
理
由
の
上
位
に
は
、
情
報
の
流
出
が
怖
い
・

申
請
が
面
倒
・
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
な
い
、
が
挙
げ

ら
れ
て
い
る
。
今
ま
で
の
政
府
の
広
報
は
、
ポ
イ

ン
ト
が
付
与
さ
れ
る
こ
と
を
強
調
さ
れ
て
い
る
よ

う
だ
が
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
安
全
性
の
説

明
が
弱
い
の
で
は
な
い
か
。

　

政
府
の
説
明
に
よ
る
と
、
カ
ー
ド
情
報
の
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
に
は
万
全
の
対
策
が
施
さ
れ
て
お
り
、

Ｉ
Ｃ
チ
ッ
プ
の
窃
取
や
改
ざ
ん
は
難
し
い
と
い
う
。

カ
ー
ド
に
添
付
さ
れ
て
い
る
Ｉ
Ｃ
チ
ッ
プ
に
保
存

さ
れ
て
い
る
の
は
電
子
証
明
書
だ
け
な
の
で
、
保

険
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
個
人
情
報
は
保
管
さ
れ

て
い
な
い
し
、
無
理
に
取
り
出
そ
う
と
す
る
と
Ｉ

Ｃ
チ
ッ
プ
が
壊
れ
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
安
全
性
に
つ
い
て
、
情
報
流
出
に

不
安
を
抱
く
方
は
ど
の
程
度
認
識
し
て
い
る
の
だ

ろ
う
か
。
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
等
の
各
種
ポ
イ
ン
ト

カ
ー
ド
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
な
ど
民
間
で
発
行

し
て
い
る
カ
ー
ド
で
は
、
自
ら
個
人
情
報
を
提
供

し
て
利
用
し
て
い
る
の
に
、
国
で
管
理
す
る
カ
ー

ド
に
安
全
性
に
疑
問
を
持
つ
の
は
、
国
の
説
明
不

足
と
し
か
言
い
よ
う
が
な
い
と
感
じ
ら
れ
る
。

　

本
年
４
月
か
ら
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
導

入
が
原
則
と
し
て
義
務
化
さ
れ
る
が
、
医
療
機
関

等
の
導
入
率
は
39
・
1
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る

（
昨
年
12
月
18
日
時
点
）。
ク
リ
ニ
ッ
ク
や
診
療
所

に
シ
ス
テ
ム
が
行
き
渡
る
ま
で
に
は
、
ど
の
く
ら

い
の
期
間
が
か
か
る
の
だ
ろ
う
か
。
医
療
提
供
側

の
普
及
促
進
、
関
係
団
体
の
積
極
的
な
取
組
み
に

期
待
し
た
い
。

　

医
療
保
険
者
と
し
て
「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
の
利

用
を
推
進
す
る
た
め
に
は
、
医
療
機
関
等
の
環
境

整
備
が
最
優
先
で
あ
る
と
考
え
て
い
た
が
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
へ
の
一
体
化
の
期
日
が
決
め
ら

れ
た
か
ら
に
は
、
医
療
機
関
側
と
保
険
者
側
の
取

組
み
を
同
時
進
行
で
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　

前
述
の
と
お
り
、
利
用
者
・
医
療
保
険
者
双
方

に
と
っ
て
メ
リ
ッ
ト
の
あ
る
取
組
み
な
の
で
、
今

ま
で
以
上
に
積
極
的
に
お
知
ら
せ
を
し
、
紐
づ
け

率
の
向
上
に
寄
与
し
て
い
き
た
い
。

　

国
と
し
て
も
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
安
全

性
を
丁
寧
に
説
明
し
て
い
た
だ
き
、
で
き
る
限
り

全
て
の
方
が
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
取
得
、
紐

づ
け
し
や
す
い
よ
う
運
用
面
を
改
善
し
て
、
特
に

高
齢
の
方
な
ど
、
置
き
去
り
に
さ
れ
る
人
が
い
な

い
よ
う
に
進
め
て
い
た
だ
き
た
い
。

　

大
き
な
改
正
に
は
様
々
な
課
題
が
湧
出
す
る
も

の
で
あ
り
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
持
っ
て
い

な
い
人
へ
の
対
応
や
、
鍼
灸
・
柔
整
へ
の
対
応
を

ど
う
す
る
か
等
、
こ
れ
ら
の
様
々
な
問
題
に
、
早

急
に
方
針
を
示
し
て
い
た
だ
く
こ
と
で
、
医
療
保

険
者
と
し
て
、
協
力
を
惜
し
む
も
の
で
は
な
い
。
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　全国総合健康保険組合協議会は令和４年12月
19日、東京都千代田区の薬業健保会館で厚生労
働省保険局保険課と令和５年度予算編成に関す
る事務打合せ会を行った。
　全総協が令和４年６月30日に厚労省に提出し
た67項目（うち重点・新規要望事項は29項目）
のうち、43項目に対して、保険局保険課から回

答文書が示されるとともに、同課の菊地博史健
康保険組合指導調整官・西野智樹健康保険組合
指導調整係長が説明した。
　全総協からは、副会長、地協会長、委員会委
員長ら13名が出席し、質疑応答や、活発な意見
交換を行った（要望事項と回答は次頁以降に全
文を掲載）。
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全総協・厚労省事務打合せ会

令和５年度予算編成に関する
要望事項及び回答
―全総協が厚労省保険課と事務打合せ会―
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令和５年度予算編成に関する要望事項及び回答

（令和４年12月19日）
Ⅰ　重点要望事項・新規要望事項
１�．新型コロナウイルス感染症の終息が見えない中、企業業績の悪化により、標準報酬や賞与の減少、保険料
の納付猶予などから保険料収入の大幅減収が想定されております。組合財政の危機的状況を打開し、健全な
医療保険制度を維持するためにも、国による強力な財政支援を実施していただきたい。（継続・修正）

【回答】
　令和３年度の決算結果について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた業種業態もあるものと認識してい
る。そのため、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、財政運営が極めて困難となった健保組合に対しては、
令和４年度において、保険者機能強化を目的とした補助金の執行を予定している。
　また、令和４年度第２次補正予算においても予算措置したところである。

２�．高齢者医療制度への公費拡充のための安定財源を確保するとともに、高齢者医療の負担構造の見直し、国
民所得の伸びを上回って増え続ける国民医療費の抑制策等も含め、持続可能な医療保険制度確立のための更
なる見直しを早急に行っていただきたい。（継続）

【回答】
　2022年以降、団塊の世代が75歳以上となり始める中、支え手の中心となる生産年齢人口の減少が加速すること
が想定され、現役世代の負担上昇を抑えつつ、全ての世代の方々が安心できる社会保障制度を構築することが喫
緊の課題である。そのため、本年10月１日から、現役並み所得者を除き、75歳以上の方等で一定以上の所得があ
る方は、医療費の窓口負担割合を２割とする見直しを行ったところ。
　今後、骨太の方針2022等を踏まえながら、持続可能な全世代型社会保障の実現に向け、引き続き検討を行って
まいりたい。なお、財政状況が大変厳しい中で、更なる公費投入は困難であることはご理解いただきたい。

３�．高齢者医療制度について、次のとおり改善するよう検討していただきたい。
３�．�①　増え続ける膨大な医療費の軽減と世代間の公平な負担を図るため、前期高齢者、後期高齢者の自己負
担割合を以下のとおりとすること。（継続）

　　前期高齢者…全体を３割負担（住民税非課税者２割負担）
　　後期高齢者…２割負担対象者を拡大し、将来的には３割負担（住民税非課税者１割負担）

【回答】
　自己負担割合の見直しについて、本年10月１日からの見直しを着実に実施する。持続可能な医療保険制度確立
のため、制度全般の諸課題について引き続き検討を行ってまいりたい。

３．�②　納付金等が過大な負担とならないよう、引き続き高齢者支援金等負担助成事業を継続し、交付基準の
緩和及び国庫補助金の増額に向け、新たな規定等を設けるなど制度化を図ること。（継続）

【回答】
　後期高齢者支援金等の拠出金負担については、医療保険制度改革により、平成29年度から、①拠出金負担の重
い保険者への負担軽減を拡充し、100億円の国費を充てる措置を制度化するとともに、②前期高齢者納付金の負
担の重い保険者に対して、600億円の追加支援による予算措置を行っているところ。
　被用者保険者に対する必要な負担軽減が行えるよう、今後ともできる限りの努力をしてまいりたい。

３．�③　前期高齢者納付金の算定に当たって、被保険者１人当たり前期高齢者給付費の上限のほかに、前期高
齢者個人の診療報酬明細書１件当たりの上限額を設定すること。なお、上限を超える分については、公費
負担とすること。（継続）

【回答】
　前期財政調整は、保険者間の前期高齢者の偏在による負担の不均衡を調整するため、国保・被用者保険の各保
険者が、その加入者数に応じて負担する費用負担の調整を行うものであるが、各保険者の医療費適正化努力を促
進する観点から、１人当たり前期高齢者給付費が著しく高い保険者について、一定の基準を超える部分を調整対
象から除外しており、高額給付ケースが生じた場合の影響はこの中で対応しているところ。
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３．�④　後期高齢者医療制度の現役並みの所得者に係る後期高齢者医療給付への公費投入を行うこと。あるいは、
能力に応じた負担のあり方等を踏まえ、後期高齢者の現役並み所得者に係る保険料を引き上げること。（修正）

【回答】
　後期高齢者のうち、現役並み所得区分の被保険者の医療給付費については、公費負担の対象としておらず、後
期高齢者支援金90％、後期高齢者自身の保険料10％で賄われている。
　これは、平成14年に老人保健制度の見直しを行う際に、制度の持続可能性確保のため、公費負担割合を３割か
ら５割に引き上げるとともに、限られた公費の重点化を図る必要があったことから、現役並み所得がある者につ
いて、窓口負担割合を２割とするとともに公費負担を行わないこととしたものであり、後期高齢者医療制度にお
いても、同じ仕組みとしたもの。
　財政状況が大変厳しい状況では公費投入に限界があることはご理解いただきたい。
　また、現役並み所得者に係る保険料を引き上げることについて、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年
法律第80号）第104条第２項において、「保険料は、後期高齢者医療広域連合が被保険者に対し、後期高齢者医療
広域連合の全区域にわたつて均一の保険料率であることその他の政令で定める基準に従い後期高齢者医療広域
連合の条例で定めるところにより算定された保険料率によつて算定された保険料額によつて課する」こととされ
ていることから困難。賦課限度額の見直しについては、骨太方針2022において「給付と負担のバランスや現役世
代の負担上昇の抑制を図りつつ、後期高齢者医療制度の保険料賦課限度額の引上げを含む保険料負担の在り方等
各種保険制度における負担能力に応じた負担の在り方等の総合的な検討を進める」とされているところである。

３．�⑤　後期高齢者医療制度について、その支援金を前期高齢者納付金等により財政調整対象とすることは制
度の趣旨に反しており、速やかに廃止するなど、前期高齢者の費用負担構造の見直しを早急に実施するこ
と。（継続）

【回答】
　前期高齢者については、保険者間の偏在を調整した後の加入者数を基に後期高齢者支援金を賦課しているが、
①特段の調整を行わない場合、退職後の前期高齢者の国保への偏在により、前期高齢者に賦課される後期高齢者
支援金は８割が国保の負担となり、国保への過重な負担となること、②前期高齢者に賦課される後期高齢者支援
金も、前期高齢者の偏在によりもたらされる負担であり、前期高齢者医療給付費と同様にすべての保険者で負担
を分かち合うことが適当であると考えている。

３．�⑥　国民健康保険では、前期高齢者交付金が64歳以下の医療費に使われているので、交付に当たっては医
療費適正化の実施状況、納付率を反映させるなど、現役世代の負担を少しでも軽減させる制度を構築する
こと。（修正）

【回答】
　国民健康保険においては、給付費や後期高齢者支援金等の総額から前期高齢者交付金等の額を除いた上で、一
部を公費で負担し、残りの部分を保険料で賄っており、このうち保険料については、世代ごとに区分することな
く、加入者全体の収支を踏まえ、被保険者の所得水準等に応じて賦課されている。
　このため、前期高齢者に係る収支のみを切り出して、前期高齢者財政調整の規模を評価することは適当ではな
いと考えている。

４�．健康保険法等の一部を改正する法律の附帯決議にあるように、法律改正に併せて被扶養者認定基準全般に
ついて明確化していただきたい。また、次の事項についても見直していただきたい。（継続）

【回答】
　被扶養者認定基準について、組合間のばらつきをなくすことは重要と考えており、実態を踏まえて、基準の統
一化・明確化等を検討してまいりたい。

４．�①　適用拡大の対象とならない被扶養者の方が、適用拡大の対象となる被保険者より収入が多くなること
があり、整合性がなくなることから、「年間130万円」を「年収106万円」に引き下げること。（継続）

【回答】
　被扶養者認定基準のうち年間収入130万円未満という基準を短時間労働者の適用の基準の106万円（8.8万×12）
未満とすることは、現時点で考えていない。一方で、被用者保険の適用拡大が図られると、短時間労働者に対し
ては、「130万円の壁」を消失させる効果があり、更なる適用拡大に向けて取り組んでいきたい。
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４．�②　収入がある者の被扶養者認定基準（60歳以上及び障害厚生年金該当程度の障害者は180万円未満）につ
いて、年齢による画一的な捉え方を見直し、60歳の年齢基準を撤廃すること。（継続）

【回答】
　「60歳以上」の者については、年間収入基準を年間180万円未満であることを要件としているが、この要件の見
直しについては、生活や就労の実態を踏まえ、慎重に検討していく必要があると考えている。

４．�③　収入がある者の被扶養者認定における「自営業者」の収入について、自営業者以外の被扶養者と同様に、
総収入をもって判断できるよう、関連通知を廃止していただくか、具体的な取扱い基準を示すこと。（継続）

【回答】
　自営業者の収入に関する基準について、組合間のばらつきをなくすことは重要と考えており、引き続き、実態
を踏まえつつ、必要な対応を検討してまいりたい。

５�．同一期間中の傷病手当金と育児・介護休業給付金の給付調整について、昨年の回答では、「給付の目的が
異なり、併給調整を行うことは適当ではないと考えている」とありますが、昭和33年７月８日付保険課長通
知では、「傷病手当金及び労災保険法に規定する休業補償費は、当該労働者の生活保障を図るために支給さ
れる点では、その法的機能を全く同じくするものと認められ、傷病手当金は支給されないものと解するのが
妥当である」とされており、同一期間中の傷病手当金と雇用保険の育児・介護休業給付金については、どち
らも休業中の所得補償が目的であり重複して所得補償する必要はないので、給付調整を行うよう法改正して
いただきたい。（継続）

【回答】
　傷病手当金と労災保険法による休業補償給付等は、労働者が疾病等の療養のため労務不能となった場合の所得
補償を行う点で給付の目的が同一であり、傷病手当金は業務外の保険事故、休業補償給付等は業務上の保険事故
に対しそれぞれ給付されることとなっている。
　他方、雇用保険法の育児・介護休業給付については、労働者が育児休業等を取得しやすくし、その後の円滑な
職場復帰を援助・促進することを目的として設けられているものであり、傷病手当金とは給付の目的が異なるた
め、併給調整を行うことは適当ではないと考えている。

６�．傷病手当金と障害年金の給付調整について、一昨年の回答では、「同一の疾病又は負傷による給付の併給
調整を行うこととしているが、これは、同一の保険事故に基づく社会保障給付の重複の排除の観点から行っ
ているものであり、別の疾病の場合にも併給調整を行うことについては、慎重な検討が必要である」とあり
ますが、昭和33年７月８日付保険課長通知では、「傷病手当金及び労災保険法に規定する休業補償費は、当
該労働者の生活保障を図るために支給される点では、その法的機能を全く同じくするものと認められ、傷病
手当金は支給されないものと解するのが妥当である」とされており、傷病手当金と障害年金については、ど
ちらも所得補償が目的であり重複して所得補償する必要はないので、障害年金の疾病に関わらず、給付調整
を行うよう法改正していただきたい。（継続）

【回答】
　傷病手当金と障害年金については、同一の疾病又は負傷による給付の併給調整を行うこととしているが、これ
は、同一の保険事故に基づく社会保障給付の重複の排除の観点から行っているものであり、別の疾病の場合にも
併給調整を行うことについては、障害年金を受けながら働く方がいること等も考慮し、慎重な検討が必要である。

７�．喪失等の遡及処理により発生する保険料の還付は、保険者が減額更正した日をもって事業主に対する保険
料還付請求権が発生しますが、一方、遡及喪失年月日については、期間の制限がありません。国民健康保険
法、介護保険法などは、権利義務を確定させるという趣旨で「賦課決定の期間制限（２年）」の規定を追加
しておりますので、同様の規定を健康保険法に定めていただき、遡及できる期間の制限を設けていただきた
い。（継続・修正）

【回答】
　更正減額又は取り消した際は、徴収した保険料を還付することとなるが、取り消し等が発生した原因として被
保険者の責に帰することのできない事由により遡って資格の得喪が生じる場合があるため、保険料の徴収決定済
額を更正減額又は取り消した場合に、遡ることができる期間について制限は設けていない。したがって、ご要望
いただいた見直しは、上記のような場合が存在するため、慎重な検討が必要である。
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８�．傷病手当金の支給日額が、支給開始日の属する月以前の継続した12月の標準報酬月額を基に算定するよう
見直されましたが、これにより、定年後再雇用者などは現状の報酬、日額と大きな差が生じている事例が見
受けられます。大きな差が生じない日額の決め方について検討していただきたい。（新規）

【回答】
　実情を踏まえ、対応を検討中。

９�．「健康保険組合の令和４年度予算編成について」における『６．保険給付の適正化の取組』の中で医療費
通知について、マイナポータルでの医療費通知情報の活用を促す等積極的に取り組むことが明記されていま
す。このことから、健康保険組合事業運営指針第５－①、昭和60年４月30日付保文発第274号及び昭和61年
６月６日付保険発第57号に基づき、健保組合が実施している「医療費通知」のあり方を含めた通知等の見直
しをしていただきたい。（新規）

【回答】
　医療費通知は、保険給付に要する支出の適正化を図り、財政の健全化を図る目的で実施していただいているも
の。マイナポータルの医療費通知情報によっても医療費通知の情報の確認は可能であるが、柔整等といった療養
費などの支給は審査支払機関を通らないため、マイナポータルでは掲載されない。
　また、医療費通知は、確定申告の際の医療費控除において利用することができ、利用している加入者も引き続
き存在していると考えている。
　そのため、加入者に対し、マイナポータルの活用を促進しつつ、医療費通知についても適切に対応いただく必
要があり、引き続きお示しの通知にご留意いただき、対応していただきたい。

10�．傷病手当金に関する情報照会項目について、中間サーバーの情報照会の事務手続「健康保険組合被保険者
の傷病手当金の支給決定」（特定個人情報データ標準レイアウト：Ｍ00000000000031/管理番号：2-409）の情
報提供項目に以下を追加していただきたい。（新規）
　・傷病名
　・支給残日数
　・被保険者区分（強制被保険者or任意継続被保険者or特例退職被保険者）

【回答】
　傷病名は、個人情報保護法上の要配慮情報に該当し、情報連携の対象とすることについては困難である。
　また、支給日数を載せることについても、傷病名とセットで検討する必要があるため、上記のとおり、困難で
ある。また、支給日数のみを載せる場合でも、何の傷病の支給日数なのか分からない中、支給日数の更新など、
健康保険組合の事務負担は発生するため、これらを考慮し検討する必要がある。
　なお、被保険者区分については、使用目的や必要な情報を具体的に示していただき、内容を確認の上、令和７
年度に向けて中間サーバーに載せる要望も可能であるため、使用目的等を示していただきたい。

11�．実質保険料率が協会けんぽの収支均衡保険料率を上回った場合、少なくとも後期高齢者支援金等について
は、協会けんぽ並みの国庫補助を実施していただきたい。（継続・修正）

【回答】
　加入する医療保険により、給付や負担に大きな差が生じないよう、「負担の公平」と「給付の平等」を図るこ
とが重要と考えている。
　健康保険組合は自主自律の運営により、労使協調の枠組みの中で、医療費の適正化に向けた努力や、保険料率
について独自に設定を行うことができることとなっている。
　他方、被用者保険のうち、協会けんぽについては、被用者保険のセーフティネットとして設立されたものであ
り、健保組合や共済組合に比べれば、被保険者の報酬水準が低く、財政基盤が弱いことから、国庫補助を投入す
ることで保険給付費の負担の軽減を図っている。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、経常収支が悪化し、財政運営が極めて困難となった健康保険
組合に対しては、高齢者医療支援金等負担助成事業（保険者機能強化支援事業分）として、令和４年度において
も補助の実施を予定している。
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12�．保険者機能を発揮できない介護保険制度の徴収事務は国の事務としていただきたい。
　　なお、前記が実施されるまでの間は、次の措置を講じていただきたい。（継続・修正）

【回答】
　介護保険制度は市町村を保険者としているが、40～64歳の第２号被保険者については稼得の状況を踏まえ、健
保組合等の医療保険者が医療保険料と併せて介護保険料を徴収し、介護納付金として介護保険者に納付する仕組
みとして実施することが適当との判断によるものであり、今後もご理解、ご協力をいただきたい。

12．�①　介護納付金の全面総報酬割への移行により、異なる被用者保険の間であっても、特定被保険者制度採
用の有無を除けば、同一の報酬に対する保険料負担（料率）の差はなくなる制度設計であったが、導入後
も解消されていない。

　 �　各医療保険者は介護保険の保険者ではないため、国が財政調整に必要な全国一律の保険料率を設定する
よう見直すこと。（新規）

【回答】
　介護納付金については、令和２年度より全面総報酬割を実施していることから、当年度の概算納付金額（介護
保険法第151条第１項）については、保険者ごとの総報酬に比例するものとなっている。
　その上で、介護納付金においては、概算払い・確定精算の仕組みを採っていることから、前々年度の納付実績
（納付金額の規模）などによっては、当年度の「納付金の額」に差が生じ得るところであり、各保険者において
適切に保険料を設定されているものと認識している。
　御提案については、概算払い・確定精算の仕組をはじめ、介護納付金制度の抜本的な見直しとなることから、
慎重な議論が必要なものと考える。

12．�②　第２号被保険者の減少等により、毎月の介護納付金に大幅な不足が生ずる場合には、年度内に減額調
整できるようにすること。（継続）

【回答】
　医療保険者の介護納付金の算定に用いる第２号被保険者の見込数について過大又は過小が見込まれる場合に
は、医療保険者からの申請に基づき、支払基金が厚生労働大臣の承認を受けて算定する数に補正することとして
いる。
　このように申請いただいた第２号被保険者数等をもとに各医療保険者の概算納付金を算定しているところで
あり、このような仕組みについてご理解いただきたい。

13�．後期高齢者の増加に伴い、介護保険制度についても利用者の増加が見込まれ、公平な負担のあり方やその
徴収方法も含めて、抜本的に見直す時期に来ていると思います。若い世代の負担に配慮し、制度が持続可能
となるよう、更なる見直しを行っていただきたい。（継続）

【回答】
　介護保険制度においては、高齢化が進展する中で、必要な方に必要なサービスが確実に提供されるようにする
とともに、制度を持続可能なものとするため、負担能力に応じた負担という考え方を基本とし、不断の見直しを
行っていくことが必要である。こうした観点から、これまでも利用者負担割合の見直し（２割負担・３割負担の
創設）や40～64歳の介護保険料に係る総報酬割の導入などを行ってきた。
　現在、社会保障制度審議会介護保険部会において、次期制度改正に向けた議論を行っていただいているところ
であり、議論も踏まえ、適切に対応してまいりたい。



― 12 ―

14�．後期高齢者支援金の加算減算制度を廃止し、新たに、公費を財源とするインセンティブ制度を創設してい
ただきたい。
　�　なお、廃止までの間は、総合健保組合の目標実施率について、更に緩和等を行っていただきたい。（継続）

【回答】
　平成30年度からの後期高齢者支援金の加算・減算制度については、関係者に検討をいただいた上で了承された
ところ。
　特定健診・保健指導は保険者の法定義務であるため、相互扶助の観点からも目標値に向けて一定程度の努力を
していただくこと、また特定健診・保健指導以外の保健事業についても、加入者の健康管理のために取り組んで
いただくよう、インセンティブ制度を実施している。
　令和２年度実施した中間見直しにおいて、加算・減算の対象基準については、現状に即して設定しており、今
後も効果検証等を踏まえ、保険者団体等と協議しながら、検討してまいりたい。

15�．特定健診実施後から特定保健指導実施前までに保険医療機関を受診し、慢性疾患管理料等を算定された者
は、特定保健指導対象者（分母）から除外していただきたい。（新規）

【回答】
　「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」P.16の「④服薬中（受療中）の者の取扱い」に
おいて、「医師の指示の下で改善あるいは重症化の予防に向けた取り組みが進められており、引き続きその医学
的管理下で指導がなされればよく、別途重複して保健指導を行う必要性が薄いため除外している」との考えのも
と、糖尿病などの薬剤服用者を除くこととしている。
　管理料においては上述の服薬者除外の定義に該当しないため、分母から除外することはできない。

16�．オンライン資格確認については、国民全体に関わる制度であるため、国から「周知・広報」を実施してい
ただきたい。（継続）

【回答】
　オンライン資格確認については、デジタル庁等の関係府省とも連携の上、周知広報を行っている。
　また、今年度はマイナンバーカードの健康保険証利用登録に加えて、公金口座の利用登録も開始したところで
ある。これによって、加入者の「よりよい医療」を受ける機会の増加や、事務手続きの簡略化を行うことができ
るため、健康保険組合においても加入者に対する周知広報にご協力いただきたい。

17�．オンライン資格確認に対応するための組合基幹システムの改修経費等については、国庫補助の対象になる
とのことですが、運営維持経費等についても全額国庫負担としていただきたい。（継続）

【回答】
　マイナンバー制度は、公法人として国に代わって被保険者等の加入者サービス（利便性）向上を図るための施
策であるという点等を踏まえ、運用経費を保険者負担としていることをご理解いただきたい。

18�．オンライン資格確認については、「骨太の方針2022」で保険医療機関・保険薬局に導入を原則として義務
付けるとされたことから、法制化に向けて早急に取り組んでいただきたい。（継続・修正）

【回答】
　「保険医療機関及び保険医療養担当規則及び保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則の一部を改正する省令（令
和４年厚生労働省令第124号）」等により、療養担当規則等を改正し、令和５年４月から保険医療機関等に対する
オンライン資格確認導入の原則義務付けを行ったところ。

19�．オンライン資格確認における資格重複チェックにおいて、新規に被保険者資格を取得した者が、他の医療
保険者（特に協会けんぽ）の被扶養者に認定されたままのケースが多くみられます。
　�　法第３条第７項の被扶養者の定義に「健康保険の被保険者である者はこの限りでない」旨を追加するなど
して、医療保険者が職権により資格重複を解消できるよう法整備していただきたい。（継続）

【回答】
　健康保険の被扶養者が被扶養者の認定要件を満たさなくなった場合、被保険者は、その都度、事業主を経由し
て保険者に届け出ることとされている。
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　そのため、健康保険に被扶養者として加入していた者が、別の保険者において新たに被保険者資格を取得した
場合においては、資格重複が発生しないよう、速やかに被扶養者の資格喪失に係る届出をいただく必要があるほ
か、中間サーバーによる資格重複チェックの結果により、資格喪失届の提出が遅れていると判断された場合は、
必要に応じ事業主等へ届出の勧奨を実施いただきたいと考えており、適正な取扱いについて保険者に対して周知
を検討してまいりたい。
　なお、令和３年10月20日より本格運用を開始したオンライン資格確認等システムにおいては、医療機関等から
送付されたレセプトの請求先の保険者等が誤っていた場合、審査支払機関が、保険者等から提供された資格情報
に基づいて、職権によりレセプトの請求先を補正することを可能としたところであり、引き続き、資格重複状態
の解消に向けて検討を進めてまいりたい。

20�．社会保障と税の共通番号（マイナンバー）については、具体的なメリットを享受できない中で運営費等を
負担させられていますが、中間サーバー等に係る必要経費、ネットワーク接続経費、その後の運用に要する
経費等について、全額国の負担としていただきたい。
　�　また、制度に対応するためのシステム改修、機器設備の購入、データ管理料等の費用負担及びセキュリ
ティ対策等に係る事務作業の増加による人的負担に対して、相応の国庫補助をしていただきたい。（継続）

【回答】
　マイナンバー制度は、公法人として国に代わって被保険者等の加入者サービス（利便性）向上を図るための施
策であり、健康保険証の利用登録によって、加入者が「よりよい医療」を受けることができる等のメリットがあ
る。その点等を踏まえ、運用経費を保険者負担としていることをご理解いただきたい。なお、中間サーバーの運
用・保守費用については、固定化させること無く、稼働実績等を踏まえて、定期的に見直しを行っている。
　また、事務費の国庫負担については、現下の厳しい国の財政状況を踏まえ、現状の水準を確保するよう努めて
まいりたい。

21�．社会保障と税の共通番号（マイナンバー）については、災害対応などに活用できるよう、国としてもっと
積極的に広報していただきたい。（継続）

【回答】
　マイナンバーを用いたオンライン資格確認については、災害時には氏名等を伝えることで受診できる措置を講
じている。

22�．社会保障と税の共通番号（マイナンバー）の届出について、「努力義務」ではなく「義務」としていただ
きたい。
　�　また、マイナンバーを提出しない者に対するマイナンバーを住基ネットで取得した場合、本人の意思に関
係なく保険医療機関でオンライン資格確認ができることになり、権利侵害等にあたらないのかご教示いただ
きたい。（継続・修正）

【回答】
　事業主には保険者等が行うマイナンバー関係業務に協力することが「努力義務」という形で課されて（番号法
第６条）おり、引き続き、この点について周知を行っていくとともに、適切に当該業務が実施されるよう取り組
んでまいりたい。
　また、個人番号の収集については、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
第14条２項において、個人番号利用事務実施者は、個人番号利用事務を処理するために必要があるときは、地方
公共団体情報システム機構に対し機構保存本人確認情報の提供を求めることができるとされている。

23�．マイナンバーカードにて保険医療機関等受診時の診療報酬（初診料及び再診料）の加算は、カード利用の
促進につながらないことから、即時廃止していただきたい。（新規）

【回答】
　電子的保健医療情報活用加算を廃止し、医療情報・システム基盤整備体制充実加算を新設したところ。
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24�．電子申請の普及を促進するうえで、早期に電子決裁・電子文書保存等のシステム環境の整備等が必要であ
ることから、その具体的な考え方、工程等を早期に示すとともに、システム環境整備に当たっては健保組合
に過重な負担が生じないよう支援措置を講じていただきたい。（継続）

【回答】
　電子決裁や電子文書保存等に向けて、健康保険組合に紙媒体で提出された書類について、電子化する方法につ
いて、早期に示せるよう検討を進めているところ。健康保険組合のデジタル化を進めることは、業務の改善が図
られるといった効果もあり、運営経費については、健康保険組合においてご負担していただきたい。

25�．電子申請の申請方法について、ワンストップサービスの推進方針に基づき、早急にマイナポータルによる
申請方法に一本化していただきたい。
　�　また、当面の措置として、日本年金機構の届書作成プログラムに健保組合申請用機能を付加し、ワンス
トップによる届出を可能にするなど、利用者側の利便性向上を図っていただきたい。（継続・修正）

【回答】
　健康保険組合への電子申請については、マイナポータルを活用した電子申請が可能となっており、年金機構へ
の電子申請についてもマイナポータルで申請が可能である。
　ワンストップ化の推進に向けて、健保組合に対し、電子申請のメリットを伝えるとともに、利便性の向上に向
けて健保組合からの意見を踏まえながら、引き続き、関係局とも検討を進めてまいりたい。

26�．令和３年４月26日付事務連絡「健康保険組合におけるテレワークについて」における、健保組合の特性を
考慮しセキュリティにも配慮したテレワーク体制を構築するための費用補助を実施していただきたい。（継
続・修正）

【回答】
　テレワークの導入等については、人材確保等支援助成金（テレワークコース）において、中小企業事業主に対
して、テレワーク用通信機器等の導入・運用等のためのネットワーク機器及びセキュリティ機器に対する補助等
を実施しているため、適切に活用いただきたい。

27�．特定健診を保険者から受託して実施する機関のうち、健診に特化した機関（健診センター等）については、
全ての保険者への特定健診情報の報告を国が定めるXML形式とすることを必須にしていただきたい。
　�　国は特定健診の実施及び実績報告を保険者に義務付けている以上、実施機関から保険者への円滑なデータ
提供の体制構築にも力を入れていただきたい。（新規）

【回答】
　標準的なデータファイル仕様（XML）の送付義務として、委託先となる健診・保健指導機関については、委
託基準告示で定める委託基準において、電子的記録を作成し、安全かつ速やかに納品ができることが条件として
おり、標準的なデータファイル仕様での授受が望ましいと考える。そのため、「特定健康診査・特定保健指導の
円滑な実施に向けた手引き」において保険者から受託するためには、標準的なデータファイル仕様を遵守する必
要があることを定めており、推進しているところ。一方、一部被扶養者の場合は、直接保険者に提供する場合が
あるため必須とはしていない。

28�．処方せんについて「リフィル可」を標準とする様式に変更し、ジェネリック同様に普及に力を入れていた
だきたい。また、医師が収入減少を恐れて、リフィル不可とすることが考えられることから、医師会等に対
して、リフィル処方を推し進めるよう要請していただきたい。（新規）

【回答】
　リフィル処方については、令和４年度診療報酬の答申書附帯意見に基づき、今回改定による影響の調査・検証
を行うとともに、適切な運用や活用策について引き続き検討することとしている。

29�．レセプトに保険証枝番の記載誤りが多数見受けられるので、正確に記載するよう保険医療機関等を指導し
ていただきたい。
　�　また、「医療機関の所在地及び名称欄」の電話番号の未記入が多数見受けられるので、電話番号の記載を
徹底するよう保険医療機関等を指導していただきたい。（新規）

【回答】
　記載誤りや記載漏れの防止に繋がるよう、分かりやすい記載要領の作成について、検討してまいりたい。
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Ⅱ　継続要望事項（※例年の回答内容から、今回内容が変更されたもの）
＜制度関係＞
５�．柔道整復師・鍼灸師の施術に係る療養費の適正化を図るため、次の措置を講じていただきたい。（継続・修正）
　①�　「各種保険適用」などの誤解を招く広告や看板等が多数見受けられることから、広告表示等のあり方を
含めて、保健所等との連携のもと、施術者に対する指導・監査体制を更に強化すること。

　②�　柔道整復療養費の「償還払い」について一部導入されましたが、「長期・頻回施術の患者」が対象から
外れていることなどから、今後、対象者の範囲を拡大すること。〈修正〉

　③�　鍼灸・マッサージの療養費に対する不正防止策については、十分な体制を構築するなど実効性のあるも
のとし、不正に対する罰則の厳格化を図ること。

【回答】
５②について
・�柔道整復療養費については、令和４年６月から、患者ごとの償還払いへの変更の仕組みが設けられたところで
あるが、ご指摘の「非常に長期にわたり、かつ、非常に頻度が高い施術を受けている患者」の取扱いについて
は、第22回柔道整復療養費検討専門委員会（令和４年５月６日開催）において、引き続き、長期施術、頻回施
術等のデータ分析を行い、データや「患者ごとに償還払いに変更できる事例」の施行状況等を踏まえ、令和６
年改定において検討することとされたところである。
５③について
・�鍼灸・マッサージの療養費に対する不正防止策については、あん摩マッサージ指圧、はり・きゅう療養費検討
専門委員会で平成30年４月に取りまとめられた報告書に基づき、適切に対応しているところである。

７�．国民健康保険制度の創設や事業内容の充実など、長年の経過の中で、任意継続被保険者制度の存続意義も
なくなっていることから制度を廃止していただきたい。（継続・修正）

【回答】
　任意継続被保険者制度については、令和２年12月23日社会保障審議会医療保険部会の議論の整理において取り
まとめられている、制度の廃止や維持に係る意見等も踏まえ、制度見直しを行った場合に生じる保険者や被保険
者への影響を考慮しながら、引き続き、丁寧に検討していく。

８�．資格喪失後の出産育児一時金及び埋葬料の支給については、国民皆保険が制度として確立されており、現
在加入している保険者から支給すべきであり、資格喪失前の保険料納付実績は関係がないので、廃止してい
ただきたい。また、資格喪失後の傷病手当金及び出産手当金の支給についても、廃止又は受給資格要件の被
保険者期間１年について見直しを検討していただきたい。（継続・修正）

【回答】
　資格喪失後の出産育児一時金及び埋葬料の支給廃止については、被保険者であった者が資格喪失前に保険料を
納付していたことや、他制度（国保・後期高齢者等）との関係を踏まえ、慎重に検討すべきものと考えている。
なお、給付の重複を防ぐため、マイナンバーによる情報連携の仕組みを整備している。
　傷病手当金及び出産手当金の継続給付についても、資格喪失時における保障の継続性等の観点から、被保険者
との均衡にも配慮しつつ、慎重に検討すべきものと考えている。

10�．傷病手当金に係る医師の労務不能の証明については、患者の症状、治療内容等に加えて労務不能と判断し
た理由について再照会を必要とする事例が散見されることから、適切な保険給付の決定が行われるよう明瞭
な証明内容としなければならない旨を、「保険医療機関及び療養担当規則」に定めていただきたい。
　�　なお、それまでの間は、明確に記載するよう保険医療機関等を指導していただきたい。（継続・修正）

【回答】
　傷病手当金に係る医師による労務不能の証明について、明瞭な内容とすることを「保険医療機関及び保険医療
養担当規則」に定めることや、保険医療機関に対する指導の実施については、その必要性も含め、慎重に検討し
てまいりたい。
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13�．二以上事業所勤務者の取扱いについて、法令や通知による整理がされていないため、運用面に依存する取
扱いとなっていることから、適用事業所への通知に係る個人情報の対応も含め、早急に根本的な見直しを行
なっていただきたい。なお、現在の検討状況についてご教示いただきたい。（継続・修正）

【回答】
　現在、厚生労働省において事務の整理等に向けた検討を行っているところであり、いただいたご指摘も踏まえ、
引き続き必要な対応について検討を進めてまいりたい。

18�．保険医療機関等の指導に伴う地方厚生（支）局の返還金通知について、現物高額療養費が含まれていない
ものが多く見受けられることから、医療指導監査業務等実務要領（監査編）に基づき記載するよう、厚生局
及び保険医療機関に対して徹底していただきたい。
　　また、実務要領に注意事項として、その旨の記載をしていただきたい。（継続）

【回答】
　保険医療機関等において適確に記載するよう、地方厚生（支）局に徹底してまいりたい。
　また、医療指導監査業務等実施要領への記載については、ご要望を踏まえ、検討してまいりたい。
　なお、令和４年１月以降、厚生局ホームページに返還金関係書類が簡便かつ適切に作成できる支援ツールを順
次掲載しており、現物高額療養費がある場合等の作成方法等についても併せて周知を行っている。保険医療機関
に当該支援ツールを利用して返還金書類を提出してもらうことにより、厚生局においても適切な返還金通知作成
が可能となり返還金通知作成の精度向上を図っているところ。

19�．予算編成において準備金限度内部分を満たさない場合、『準備金限度内部分に係る積立計画』を策定する
必要がありますが、令和２年度より保険料猶予措置を実施している場合や、特例月変等で保険料収入が大幅
に減少している場合など財政運営が厳しい健保組合には、現行の２年間での積立計画では無理があると考え
られます。また、収入増を見込めない状況下で、保険料率引上げを前提とした計画では、健保組合解散の議
論に直結します。
　�　このことから、中長期的な計画期間とするなどの柔軟な措置を検討していただきたい。（継続）

【回答】
　準備金とは、母体企業や適用事業所の倒産や景気等の変動による解散リスクに備えて積み立てるべきものであ
るが、準備金限度内部分を満たさない場合は特例的に２年の積立期間を設けている点について、ご理解いただき
たい。
＜国庫補助金関係＞
３�．育児休業は長期におよび、保険料収入の減少は健保組合にとって過重な負担となっていることから、事業
主負担分の免除を見直すなどの措置を検討していただきたい。（継続）

【回答】
　育児休業期間中の保険料免除は、少子化対策の一環として、育児休業取得者の経済的負担に配慮して設けられ
たものであるが、被用者保険においては、労働者の健康の保持および労働生産性の増進が図られることが事業主
の利益にも資するという観点から、支払う賃金に応じた保険料負担を事業主に求めていることを踏まえれば、育児
休業期間中の労働者に係る保険料について、事業主負担分についても免除することは合理性があると考えている。
＜データヘルス・特定健診・保健指導関係＞
１�．特定保健指導の初回面談について、平成25年８月の通知により情報通信技術を活用した初回面談が可能と
なりましたが、テレビ電話だけではなく、電話・メールでの初回面談も可能としていただきたい。（継続）

【回答】
　初回面接は対面又はビデオ通話が可能な情報通信機器を用いた方法で行う必要があり、電話・メールによる方
法を認めていない。これは、初回面接は、対象者を生活習慣改善に向けた行動に向かわせるため、対象者の状態
を的確に把握し、両者の関係を十分に構築するための重要な機会であることから、直接会って対面で行うことを
原則としつつ、実施者と対象者が相互に表情、声、しぐさ等が確認できる質が担保される場合にはビデオ通話が
可能な情報通信機器を用いて実施できることと「標準的な保健指導プログラム」でしているもの。
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２�．データヘルス計画実施に当たっては、効果的な保健事業を実施するため、事業主と協働して事業推進しな
ければならないので、事業主への協力要請など、適宜適切な取組みを行っていただきたい。（継続）

【回答】
　コラボヘルスの推進については、経済産業省と連携し、健康経営・健康投資の取り組みと協働しながら進めて
おり、事業主団体などを通して、データヘルス計画、健康経営の推進に働きかけているところである。
　平成30年度からは、加入者の健康状態や医療費等を見える化し、経営者に通知するための「健康スコアリング
レポート」を全健保組合に送付するとともに、レポートの活用促進のため、日本健康会議、厚生労働省、経済産
業省の連名による経営者向け要請文も、レポートと併せて送付している。また、令和３年度より、事業主単位で
のレポート作成を開始したところであり、引き続き、健保組合が事業主と協働し効果的な保健事業が実施できる
よう、後押ししてまいりたい。

３�．特定健診・特定保健指導について、その対象者（特に被扶養者）及び事業主（業務時間中の指導時間の確
保等）に対する受診促進の広報等を、国として引き続き強化していただきたい。（継続）

【回答】
　ナッジ理論を活用した個別通知等効果的な受診勧奨を推進してきたところ。第４期特定健診・特定保健指導の
見直しに向けても、実施率向上（受診促進）のため、特定保健指導を健診当日に実施することや、個別の受診勧
奨、ICTの活用等の受診勧奨の取り組みを推進することとしている。

４�．被扶養者の特定健診については、婦人科検診・がん検診等、地域に根ざした市区町村による住民健診と併
せて実施することが、健診効果も向上するものと考えられるので、関係法令を改正し被用者保険の実施義務
から除いていただきたい。（継続・修正）

【回答】
　特定健診・特定保健指導は保険者に実施義務があり、婦人科検診・がん検診とは実施主体が異なるため、被扶
養者の特定健診を除くことはできない。
　一方、被用者保険者が市町村と連携し、がん検診と特定健診の同時実施を行うことを推奨しているところであ
り、平成30年度からの見直しにおいて、被用者保険から市町村へ特定健診・保健指導を委託する場合に、受託市
町村が更に特定健診・保健指導を実施委託しているときは、再委託要件を緩和し、再委託を前提とした受託を認
めることとしてきた。今後も制度を活用し、受診率向上に努めていただきたい。
＜短時間労働者の適用拡大関係＞
１�．短時間労働者の適用拡大は段階的に実施されますが、短時間労働者を多く雇用する特定の業種・業態の保
険者にとっては、その拠出金負担・保険給付費等に多大な影響を生じさせることが懸念されます。
　�　令和５年度以降も適用拡大による保険者への影響に対して十分な負担軽減措置の継続、拡充を行っていた
だきたい。（継続）

【回答】
　適用拡大によって影響を受けた健保組合への財政支援については、令和４年度予算において措置されていると
ころであり、執行を予定している。また、令和５年度予算としても要求を行っているところである。
＜その他＞
１�．指定健保組合の指定要件については、平成13年２月６日付保険課長通知が示されたときの状況とは異なり、
高齢者医療制度に対する納付金等の財源率が上昇しているなどの実態を考慮したうえで、当該組合の財政健
全化につながるような指定要件にしていただきたい。（継続）

【回答】
　指定組合制度は、財政が窮迫状態にある組合を指定組合として指定し、健全化計画の作成・実施を通じて、指
定組合の財政健全化に繋げることを目的としている。また、その指定対象を解散に至る前段階の組合とし、財政
健全化に繋がるよう指定要件を設けているところである。
　しかしながら、制度発足時と比較し、状況も変化していることから、更なる財政健全化に繋がるよう実態を踏
まえ、検討を進めてまいりたい。
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々
審
査
で
は
容
認
さ

れ
る
事
例
が
い
ま
だ
に
多
数
あ
る
の
で
、
再

審
査
請
求
時
に
お
け
る
適
正
な
審
査
に
努

め
、
絶
無
を
目
指
し
て
取
り
組
ん
で
い
た
だ

く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

２
．
再
審
査
依
頼
が
あ
っ
た
場
合
、
レ
セ
プ

ト
は
保
険
医
療
機
関
等
へ
返
戻
す
る
こ
と

な
く
、
保
険
者
か
ら
の
申
出
に
つ
い
て
は
、

支
払
基
金
で
保
険
医
療
機
関
へ
疑
義
照
会

を
行
い
、
そ
の
回
答
に
よ
り
審
査
委
員
が
審

査
す
る
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

３
．
同
一
人
が
長
期
に
慢
性
的
受
診
し
て
い

る
ケ
ー
ス
で
、
毎
月
、
原
審
査
に
て
査
定
後
、

保
険
医
療
機
関
か
ら
の
再
審
査
に
よ
り
査

定
分
が
順
次
復
点
に
な
っ
て
い
る
も
の
が

い
ま
だ
多
数
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
保
険
医

療
機
関
の
指
導
を
徹
底
し
た
う
え
で
、
毅
然

と
し
た
審
査
を
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
復
点
と
な
っ
た
と
き
は
、
必
ず
復

点
理
由
の
コ
メ
ン
ト
を
記
載
す
る
よ
う
要

望
し
ま
す
。（
継
続
）

４
．
再
審
査
請
求
及
び
再
々
審
査
請
求
の
結

果
に
つ
い
て
は
、
理
由
を
具
体
的
に
記
載
す

る
よ
う
指
示
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
す
が
、

定
型
文
で
あ
る
な
ど
徹
底
さ
れ
て
い
な
い

の
で
、
改
善
す
る
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
再
審
査
結
果
の
過
誤
付
箋
の
連
絡

欄
に
は
正
確
、
か
つ
、
丁
寧
に
記
載
す
る
よ

う
引
き
続
き
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

５
．
支
払
基
金
の
一
次
審
査
及
び
再
審
査
の

査
定
に
対
し
て
、
復
活
事
例
に
つ
い
て
は
、

総
括

１
．
令
和
３
年
９
月
か
ら
の
新
シ
ス
テ
ム
稼

働
後
の
状
況
を
踏
ま
え
、
よ
り
一
層
の
事
務

効
率
化
と
医
療
費
の
適
正
化
に
向
け
て
、
こ

れ
ま
で
に
提
出
し
た
要
望
事
項
を
十
分
に

反
映
し
な
が
ら
、
工
程
表
等
の
着
実
な
実
施

に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
た
だ
く
よ
う
要

望
し
ま
す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

２
．
審
査
事
務
集
約
後
に
お
い
て
も
、
地
域

間
審
査
差
異
の
解
消
に
努
め
る
と
と
も
に
、

引
き
続
き
Ｗ
Ｇ
で
検
討
し
た
結
果
を
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
に
よ
り
公
表
す
る
よ
う
要
望

し
ま
す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

３
．
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
項
目
の
公
開

は
進
ん
で
お
り
ま
す
が
、
未
公
開
部
分
に
つ

い
て
も
公
開
を
進
め
て
い
た
だ
く
よ
う
要

望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
査
定
の
多
い
事
例
や
査
定
額
の
高

い
事
例
な
ど
、
審
査
情
報
提
供
事
例
の
更
な

る
充
実
を
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

４
．
レ
セ
プ
ト
電
子
化
に
対
応
し
た
傷
病
名

コ
ー
ド
の
統
一
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省

の
「
傷
病
名
の
統
一
に
つ
い
て
（
事
務
連

絡
）」
が
確
実
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
保
険
医

療
機
関
へ
の
指
導
を
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

５
．
審
査
支
払
手
数
料
に
つ
い
て
は
、「
手
数

料
の
階
層
化
」
を
進
め
る
と
と
も
に
、
コ
ス

ト
意
識
を
持
っ
て
、
一
層
の
効
率
化
・
合
理

化
に
努
め
、
審
査
支
払
手
数
料
の
更
な
る
引

下
げ
を
要
望
し
ま
す
。

 
（
継
続
・
一
部
変
更
）

６
．
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
提
供
料
に
つ
い
て
は
、

今
後
と
も
よ
り
一
層
の
効
率
化
・
合
理
化

に
努
め
、
利
用
料
の
引
下
げ
を
要
望
し
ま
す
。

 

（
継
続
・
一
部
変
更
）

７
．
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
に
つ
い
て
は
、

義
務
化
の
流
れ
の
中
で
、
多
く
の
保
険
医
療

機
関
等
が
早
期
に
導
入
す
る
よ
う
、
支
払
基

金
に
お
い
て
も
働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ

う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

８
．
各
都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
る
「
審
査
委

員
会
事
務
局
」
に
お
い
て
、
保
険
者
と
の
窓

口
業
務
や
打
合
せ
会
等
を
行
う
と
い
う
こ

と
で
す
が
、
従
来
ど
お
り
、
保
険
者
と
の
連

携
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
引
き
続
き
ご
配
慮
い

た
だ
く
よ
う
を
要
望
し
ま
す
。（
新
規
）

再
審
査
関
係

１
．
再
審
査
請
求
に
お
い
て
「
原
審
ど
お
り
」

　

全
総
協
は
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
本
部
に
対
し
、
令
和
４
年
度
社
会
保
険
診

療
報
酬
の
審
査
支
払
等
に
関
す
る
要
望
事
項
を
令
和
４
年
12
月
22
日
に
提
出
し
た
。

令
和
４
年
度 

社
会
保
険
診
療
報
酬
の
審
査
支
払
等
に
関
す
る
要
望
事
項
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険
医
療
機
関
に
説
明
し
て
い
る
と
の
こ
と

で
す
が
、
い
ま
だ
に
多
く
見
受
け
ら
れ
る
た

め
、
保
険
医
療
機
関
へ
の
説
明
を
徹
底
し
て

い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

９
．
保
険
医
療
機
関
か
ら
の
取
下
げ
依
頼
が

多
く
、
業
務
上
か
な
り
負
担
に
な
っ
て
い
ま

す
。
ほ
と
ん
ど
が
保
険
医
療
機
関
の
ミ
ス

に
よ
る
も
の
や
減
点
査
定
へ
の
不
服
申
立

て
で
あ
り
、
当
該
理
由
に
よ
る
取
下
げ
依
頼

の
多
い
保
険
医
療
機
関
に
対
し
て
は
、
改
善

す
る
よ
う
支
払
基
金
か
ら
指
導
し
て
い
た

だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
明
細
書
返
付
依
頼
書
に
つ
い
て
、

記
載
誤
り
の
多
い
保
険
医
療
機
関
に
対
し

て
は
、
支
払
基
金
か
ら
指
導
を
徹
底
し
て
い

た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

10
．
明
細
書
返
付
依
頼
書
の
返
付
理
由
欄
の

記
載
に
つ
い
て
は
、「
拡
大
が
困
難
で
あ
る

が
、
国
民
健
康
保
険
で
の
取
下
げ
理
由
の
状

況
も
把
握
し
つ
つ
、
８
区
分
の
取
下
げ
理
由

の
内
容
の
見
直
し
を
検
討
し
て
お
り
ま

す
。」
と
回
答
さ
れ
て
お
り
ま
す
が
、
そ
の

検
討
状
況
を
ご
教
示
い
た
だ
く
よ
う
要
望

し
ま
す
。（
継
続
・
一
部
変
更
）

11
．
一
次
審
査
に
お
け
る
縦
覧
点
検
に
つ
い

て
は
、
縦
覧
点
検
の
必
要
が
あ
る
レ
セ
プ
ト

を
見
逃
す
こ
と
の
な
い
よ
う
、
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
チ
ェ
ッ
ク
の
拡
充
な
ど
、
審
査
の
精
度
を

上
げ
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 

（
継
続
・
一
部
変
更
）

診
療
（
調
剤
）
報
酬
明
細
書
の
取
扱
い

関
係

１
．
レ
セ
プ
ト
の
請
求
に
関
し
て
記
号
番
号
、

性
別
、
生
年
月
日
、
本
家
区
分
、
特
記
事
項

（
特
定
疾
患
治
療
研
究
事
業
等
に
係
る
所
得

区
分
・
高
齢
者
の
非
課
税
区
分
の
記
載
・

限
度
額
適
用
認
定
証
の
区
分
変
更
等
）
の
記

載
誤
り
、「
症
状
詳
記
」
等
の
添
付
文
書
も

れ
が
依
然
と
し
て
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
保

険
医
療
機
関
に
対
す
る
広
報
の
充
実
と
一

層
の
指
導
強
化
に
努
め
て
い
た
だ
く
よ
う

要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

２
．
恒
常
的
に
月
遅
れ
請
求
と
な
っ
て
い
る

保
険
医
療
機
関
に
対
し
て
解
消
に
努
め
て

い
る
と
の
こ
と
で
す
が
、
い
ま
だ
恒
常
的
に

月
遅
れ
請
求
と
な
っ
て
い
る
保
険
医
療
機

関
（
特
に
入
院
レ
セ
プ
ト
）
が
見
受
け
ら
れ

る
た
め
、
改
め
る
よ
う
引
き
続
き
指
導
を
要

望
し
ま
す
。（
継
続
）

３
．
資
格
関
係
や
業
務
上
の
疑
義
な
ど
で
返

戻
し
た
レ
セ
プ
ト
は
、
必
ず
過
誤
付
箋
を
付

け
た
ま
ま
訂
正
し
た
レ
セ
プ
ト
を
再
請
求

し
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
再
出
力
の
場
合

は
、
返
戻
レ
セ
プ
ト
の
原
本
を
添
付
す
る
よ

う
、
保
険
医
療
機
関
等
に
対
し
、
な
お
一
層

徹
底
し
た
指
導
を
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要

望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
記
号
番
号
誤
り
等
で
一
度
返
戻
し

た
レ
セ
プ
ト
は
、
訂
正
が
さ
れ
て
い
な
け
れ

ば
保
険
医
療
機
関
等
へ
返
戻
し
て
い
た
だ

く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

４
．
一
次
審
査
で
査
定
さ
れ
た
レ
セ
プ
ト
に

つ
い
て
、
保
険
医
療
機
関
等
に
対
し
減
額
の

通
知
は
さ
れ
ま
す
が
レ
セ
プ
ト
は
返
戻
さ

れ
な
い
た
め
、
保
険
医
療
機
関
が
傷
病
名
等

を
追
加
し
た
新
た
な
レ
セ
プ
ト
を
作
成
し

て
請
求
し
て
く
る
こ
と
に
よ
り
重
複
請
求

が
生
じ
て
い
ま
す
。
レ
セ
プ
ト
を
再
作
成

し
な
い
よ
う
、
保
険
医
療
機
関
等
へ
の
指
導

を
徹
底
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
上
記
の
重
複
例
に
限
ら
ず
、
重
複

請
求
が
い
ま
だ
多
数
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、

支
払
基
金
で
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制
を
更
に
充
実

し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

５
．
資
格
喪
失
後
の
受
診
等
に
つ
い
て
、
振

替
・
分
割
処
理
の
対
象
と
な
る
レ
セ
プ
ト

の
拡
充
を
要
望
し
ま
す
。（
新
規
）

６
．
健
保
組
合
で
受
付
さ
れ
る
前
に
、
支
払

基
金
に
お
い
て
振
替
え
た
レ
セ
プ
ト
に
つ
い

て
の
保
険
医
療
機
関
等
か
ら
の
問
い
合
わ

せ
に
つ
い
て
は
、
支
払
基
金
で
対
応
し
て
い

た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。
ま
た
、
そ
の
旨

を
保
険
医
療
機
関
等
へ
広
報
・
指
導
を
し

て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
新
規
）

電
算
処
理
関
係
（
レ
セ
プ
ト
の
電
子

化
を
含
む
）

１
．
支
払
基
金
よ
り
納
品
さ
れ
る
再
審
査
等

受
付
状
況
整
理
票
が
大
量
な
の
で
、
紙
で
は

な
く
デ
ー
タ
や
電
子
媒
体
で
の
受
領
も
可

能
に
す
る
等
の
対
応
を
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
本
部
か
ら
の
回
答
に
お
い
て
電
子

化
を
検
討
す
る
と
さ
れ
て
お
り
ま
す
が
、
現

在
の
検
討
状
況
を
ご
教
示
い
た
だ
く
よ
う

要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

２
．
保
険
医
療
機
関
か
ら
の
重
複
請
求
を
防

止
す
る
た
め
、
オ
ン
ラ
イ
ン
再
審
査
の
結
果

返
戻
と
な
っ
た
レ
セ
プ
ト
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン

で
の
返
戻
の
み
と
し
、
紙
で
出
力
し
た
レ
セ

プ
ト
は
返
戻
し
な
い
よ
う
要
望
し
ま
す
。

 

（
新
規
）

そ
の
他

１
．
地
方
単
独
医
療
費
助
成
事
業
の
支
払
基

金
委
託
を
、
引
き
続
き
積
極
的
に
推
進
す
る

よ
う
要
望
し
ま
す
。

 　

ま
た
、
医
療
費
助
成
制
度
対
象
者
の
自
己

負
担
額
の
記
載
を
義
務
化
す
る
よ
う
、
厚
生

労
働
省
へ
の
働
き
か
け
を
要
望
し
ま
す
。

 

（
継
続
・
一
部
変
更
）

２
．
支
払
基
金
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て
、

掲
載
内
容
が
多
岐
に
及
ん
で
い
る
こ
と
か

ら
、
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
に
利
便
性
を
考

慮
し
た
見
や
す
い
形
と
な
る
よ
う
、
常
に
改

良
し
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。（
継
続
）

３
．
Ｊ

－

Ｌ
Ｉ
Ｓ
か
ら
の
「
本
人
確
認
情
報

取
得
事
務
に
係
る
費
用
」
に
つ
い
て
は
、
四

半
期
ご
と
で
の
請
求
額
が
振
込
手
数
料
よ

り
も
低
い
保
険
者
が
あ
る
の
で
、
引
き
続
き

年
１
回
の
請
求
と
な
る
よ
う
、
Ｊ

－

Ｌ
Ｉ
Ｓ

へ
の
要
請
等
を
行
っ
て
い
た
だ
く
よ
う
要

望
し
ま
す
。（
継
続
）
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純
平
均
）

経
常
収
支
差

（
億
円
）

料
率

（
％
）
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9.2

9.6
9.4

9.6
9.4

9.6
9.9

9.4
9.1

9.5
9.2

9.4
9.3

10.0
9.7

9.0

8.6

9.7

8.7
8.9

9.9

9.3

8.0

10.1

8.9

8.1

9.2

9.8
9.6

9.7
9.9

10.0 10.0
9.9

10.2

9.8
9.9

9.7
10.0

9.8
10.1

9.9

9.5

9.0

10.0

9.4
9.5

9.8

9.4

10.310.1

9.2
9.1

9.8

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

令
和
３
年
度

業
態
別
に
み
た
平
均
保
険
料
率
の
比
較
（

%）
健
保
連
（
決
算
見
込
）

全
総
協
（
決
算
）

※
比
較
対
象
が
無
い
業
態
は
除
い
て
い
ま
す
。
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〈全総協資料〉

9.8

9.0
9.2

10.3

9.7

10.1
9.8

8.9

9.6

9.2
9.4

9.2

10.9
10.2

9.2
9.2

10.3

8.6
8.9

11.7

9.2

7.8

10.1

9.7

7.9

9.7
9.1

9.7
10.0 10.210.0 10.0 10.3

9.6

10.0

9.5

11.0

9.9

10.710.1

9.7

8.9 10.3

9.1
9.3

10.8

9.5

10.310.010.0

8.6

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

令
和
３
年
度

業
態
別
に
み
た
実
質
保
険
料
率
（
単
純
平
均
）
の
比
較
（

%）

※
比
較
対
象
が
無
い
業
態
は
除
い
て
い
ま
す
。

9.4

10.0
9.9

健
保
連
（
決
算
見
込
）

全
総
協
（
決
算
）
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シリーズ組合訪問 

全国外食産業ジェフ健康保険組合

UUUUUUUUUUUUUUUUUUUU

コ
ロ
ナ
禍
を
乗
り
越
え

事
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
が
課
題

適
用
拡
大
は
「
見
込
み
ど
お
り
」
に

　

全
国
各
地
に
あ
る
フ
ァ
ミ
リ
ー
レ
ス
ト
ラ
ン
や
フ

ァ
ー
ス
ト
フ
ー
ド
店
の
う
ち
、
チ
ェ
ー
ン
展
開
を
す

る
事
業
所
の
多
く
が
加
入
し
て
い
る
。
Ｊ
Ｒ
山
手
線

浜
松
町
駅
前
に
あ
る
ビ
ル
の
９
階
に
事
務
所
を
構
え
、

10
階
に
入
る
母
体
の
（
一
社
）
日
本
フ
ー
ド
サ
ー
ビ

ス
協
会
（
通
称
：
ジ
ェ
フ
）
と
連
携
し
な
が
ら
健
保

組
合
の
業
務
を
推
進
し
て
い
る
。

　

加
入
事
業
所
の
各
店
舗
は
誰
も
が
知
っ
て
い
る
身

近
な
存
在
だ
が
、
こ
の
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
っ
て
外
食
産

業
は
大
き
な
打
撃
を
受
け
た
。
昭
和
55
年
７
月
の
設

立
以
来
、
被
保
険
者
数
は
順
調
に
伸
び
て
、
令
和
２

年
４
月
に
13
万
人
台
で
ピ
ー
ク
を
迎
え
た
が
、
同
月

に
は
最
初
の
「
緊
急
事
態
宣
言
」
が
発
出
さ
れ
て
、

そ
の
後
の
１
年
間
で
被
保
険
者
は
１
万
人
、
更
に
翌

　

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
っ
て
各
健
保
組
合
は
大
き
な
影
響
を
受
け
て
い
る
が
、
な
か
で
も
飲

食
関
係
業
種
へ
の
影
響
は
計
り
知
れ
な
い
。
全
国
で
チ
ェ
ー
ン
展
開
す
る
飲
食
店
の
多

く
が
加
入
す
る
全
国
外
食
産
業
ジ
ェ
フ
健
康
保
険
組
合
（
理
事
長
＝
田
沼
千
秋
氏
）
は
、

被
保
険
者
数
の
減
少
、
標
準
報
酬
の
減
少
に
見
舞
わ
れ
、
保
険
料
率
を
令
和
３
年
度

98
‰
、
４
年
度
１
０
０
‰
へ
と
２
年
連
続
で
引
き
上
げ
て
乗
り
越
え
よ
う
と
し
て
い
る
。

次
の
課
題
に
は
事
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
掲
げ
て
、
前
に
進
ん
で
い
く
。

年
は
４
千
人
も
減
少
し
た
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
が
猛
威
を
振
る
っ
た
令
和
２
年
度
の

決
算
は
、
経
常
収
入
・
支
出
は
約
４
０
０
億
円
と
い

う
規
模
の
中
で
、
当
時
は
国
を
挙
げ
て
の
外
出
自
粛

に
よ
っ
て
危
機
的
な
状
況
に
追
い
込
ま
れ
た
。
保
険

料
の
納
付
に
も
困
難
を
来
た
す
事
業
所
が
増
え
、
保

険
料
特
例
納
付
は
通
算
で
48
億
円
に
も
達
し
た
。
倒

産
し
た
事
業
所
も
あ
っ
た
と
い
う
。

　

令
和
４
年
度
の
予
算
を
み
る
と
、
経
常
収
入
３
９

６
億
円
に
対
し
、
同
支
出
は
４
３
０
億
円
と
な
り
、

赤
字
予
算
を
組
ん
だ
。
保
険
料
率
は
４
年
度
か
ら
１

０
０
‰
と
し
た
。
平
成
26
～
30
年
ま
で
は
黒
字
で
、

料
率
も
平
成
30
年
度
に
そ
れ
以
前
の
98
‰
か
ら
95
‰

に
引
き
下
げ
た
が
、
財
政
は
令
和
２
年
度
か
ら
急
速

〈健保組合の概況〉
〒105-0013　東京都港区浜松町1-29-6　浜松町セントラルビル9階

TEL 03-5403-1062　FAX 03-5403-1072

理�事長＝田沼 千秋 氏（株式会社グリーンハウス 代表取締役社長）
常務理事＝東中村 雅彦 氏
設立年月日＝昭和55年7月1日
主たる業態＝�ファーストフード、コーヒーショップ、ファミ

リーレストラン等を主たる業とする事業所で
あって、かつチェーン展開をしている事業所

事業所数＝299事業所
被保険者数＝121,129人（男63,166人、女57,963人）
平均標準報酬月額＝274,202円（男329,851円、女213,559円）
平均年齢＝42.07歳（男41.44歳、女42.74歳）
被扶養者数＝52,830人　扶養率＝0.44人
保�険料率＝100‰（一般98.8‰、調整1.2‰）
介護保険料率＝17‰�

（令和4年10月31日現在）

健保組合はビルの９階、母体は10階に。
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の
第
一
弾
で
は
影
響
が
あ
っ
た
も
の
の
、
今
回
の
１

０
０
人
超
で
は
、
平
成
28
年
ほ
ど
の
影
響
は
な
か
っ

た
と
い
う
。

　

適
用
拡
大
に
向
け
て
は
、
適
用
事
業
所
に
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
行
っ
て
影
響
を
見
込
む
対
応
が
一
般

的
と
い
え
る
が
、
東
中
村
常
務
理
事
は
、「
平
成
28
年

の
時
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を
行
い
ま
し
た
が
、
結
果
と
乖

離
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
今
回
ア
ン
ケ
ー
ト
は
行
っ

て
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
過
去
の
短
時
間
と
従
来
基

準
別
の
被
保
険
者
数
の
デ
ー
タ
は
綿
密
に
把
握
し
て

い
て
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
則
で
動
向
を
予
測
し
、
割

り
出
し
て
い
ま
す
。
結
果
は
、
ほ
ぼ
見
込
み
ど
お
り

で
し
た
」
と
い
う
。
た
だ
し
、「
１
か
月
で
５
千
人
が

入
っ
て
も
、
３
千
人
が
辞
め
て
い
く
出
入
り
の
激
し

い
業
界
な
の
で
、
そ
れ
な
り
に
難
し
い
」
と
い
う
。

不
妊
治
療
の
保
険
適
用
で
医
療
費
増

　

コ
ロ
ナ
禍
も
徐
々
に
落
ち
着
き
を
見
せ
始
め
、
適

用
拡
大
の
波
も
乗
り
超
え
て
き
た
健
保
組
合
の
、
次

の
課
題
は
事
業
の
「
デ
ジ
タ
ル
化
」
と
い
う
。

　

約
３
０
０
の
適
用
事
業
所
数
に
対
し
、
店
舗
数
は

相
当
数
あ
り
、「
課
題
は
、
事
業
所
を
通
し
た
と
し
て

も
店
舗
数
は
多
く
、
医
療
費
通
知
や
各
種
の
案
内
が

紙
ベ
ー
ス
で
は
な
か
な
か
届
き
に
く
い
状
況
で
あ
る
。

可
能
な
と
こ
ろ
か
ら
デ
ジ
タ
ル
化
を
進
め
て
い
き
た

い
」（
東
中
村
常
務
理
事
）。

　

健
保
組
合
で
は
、
理
事
会
、
組
合
会
の
ほ
か
に

「
事
業
運
営
検
討
委
員
会
」
を
組
織
し
て
お
り
、
保
健

事
業
を
は
じ
め
、
各
種
事
業
の
充
実
に
努
め
て
い
る
。

昨
年
11
月
の
委
員
会
は
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
開
催
と
し

た
が
、
議
題
に
は
、
医
療
費
通
知
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク

差
額
通
知
、
受
診
勧
奨
通
知
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
掲
げ
、

令
和
５
年
度
の
事
業
と
し
て
取
り
組
む
。

　

適
用
事
業
所
の
規
模
は
比
較
的
大
き
く
、
各
社
が

全
国
津
々
浦
々
に
被
保
険
者
の
勤
務
す
る
店
舗
を
構

え
て
お
り
、
事
業
主
任
せ
に
は
せ
ず
、
事
業
主
と
と

も
に
考
え
な
が
ら
デ
ジ
タ
ル
化
を
進
め
る
。

　

東
中
村
常
務
理
事
は
「
被
保
険
者
は
全
国
に
点
在

し
て
お
り
、
ア
ナ
ロ
グ
の
対
応
で
は
限
界
が
あ
る
。

被
保
険
者
の
皆
さ
ま
に
、
ど
の
よ
う
な
情
報
を
ど
の

よ
う
に
届
け
て
い
く
の
か
が
課
題
で
、
各
種
届
書
は

も
ち
ろ
ん
、
加
入
者
サ
ー
ビ
ス
を
充
実
し
て
い
き
た

い
。
事
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
、
紙
か
ら
の
脱
却
を
目
指

し
ま
す
」
と
い
う
。

　

年
に
２
回
の
「
事
業
運
営
検
討
委
員
会
」
で
は
、

保
健
事
業
の
充
実
も
毎
回
大
き
な
議
題
と
な
る
。
令

和
５
年
度
の
事
業
計
画
と
し
て
は
、
特
定
健
診
・
保

健
指
導
の
充
実
と
と
も
に
、
が
ん
検
診
の
充
実
に
取

り
組
む
。

　

特
定
健
診
・
保
健
指
導
に
つ
い
て
は
、
令
和
３
年

度
の
特
定
健
診
受
診
率
は
79
・
39
％
と
な
り
、
80
％

ま
で
あ
と
一
歩
と
い
う
と
こ
ろ
ま
で
き
て
い
る
。

　

一
方
、
特
定
保
健
指
導
の
実
施
率
は
８
・
59
％
で

あ
る
が
、
２
年
度
の
10
・
20
％
か
ら
低
下
し
て
し
ま

っ
た
。「
２
年
度
は
、
特
定
保
健
指
導
の
対
象
者
の
階

層
化
を
工
夫
し
て
、
健
診
か
ら
保
健
指
導
ま
で
の
期

間
を
短
縮
し
た
。
事
業
所
の
担
当
者
に
も
協
力
を
い

た
だ
い
て
、
保
健
指
導
の
案
内
を
被
扶
養
者
に
届
け

た
結
果
と
し
て
、
元
年
度
の
数
字
か
ら
大
幅
に
改
善

す
る
こ
と
が
で
き
た
」
と
い
う
。

　

３
年
度
の
特
定
保
健
指
導
実
施
率
の
低
下
に
対
し

て
は
、
こ
れ
ま
で
、
特
定
健
診
の
案
内
は
被
扶
養
者

の
自
宅
に
送
付
し
て
い
る
が
、
保
健
指
導
に
つ
い
て

に
悪
化
し
た
。
３
年
度
に
は
98
‰
に
引
き
上
げ
た
ば

か
り
だ
っ
た
の
で
、
２
年
連
続
の
引
上
げ
と
な
っ
た
。

　

外
食
産
業
の
動
向
は
、
こ
こ
最
近
に
な
っ
て
、
よ

う
や
く
回
復
基
調
を
見
せ
始
め
、
標
準
報
酬
も
昨
年

の
横
ば
い
か
ら
、
わ
ず
か
な
が
ら
も
増
加
に
転
じ
て

き
て
い
る
。
た
だ
、
今
年
10
月
か
ら
の
短
時
間
労
働

者
の
適
用
拡
大
に
よ
り
、
標
準
報
酬
は
再
び
下
降
し

て
し
ま
う
。
コ
ロ
ナ
の
終
息
と
賃
上
げ
機
運
の
高
ま

り
が
期
待
さ
れ
る
。

　

外
食
産
業
に
は
短
時
間
労
働
者
が
多
い
印
象
が
あ

り
、
適
用
拡
大
に
よ
っ
て
大
き
な
影
響
を
受
け
た
と

思
わ
れ
る
が
、
実
際
に
は
、
チ
ェ
ー
ン
展
開
を
す
る

事
業
所
は
そ
れ
な
り
の
規
模
が
あ
り
、
前
回
（
平
成

28
年
）
の
適
用
拡
大
に
よ
る
企
業
規
模
５
０
０
人
超

UUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUU

事務所の様子
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も
事
業
主
経
由
か
ら
直
接
送
付
に
改
め
て
実
施
率
向

上
を
目
指
す
。「
実
施
率
が
上
が
っ
て
、
メ
タ
ボ
の
疾

患
も
抑
え
ら
れ
る
と
い
う
の
が
理
想
で
、
こ
こ
に
も

デ
ジ
タ
ル
化
を
生
か
し
て
、
特
定
保
健
指
導
ま
で
リ

ン
ク
で
き
れ
ば
事
業
の
効
率
化
に
も
つ
な
が
る
」
と

今
後
を
展
望
す
る
。

　

が
ん
検
診
の
充
実
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
35
歳
以

上
は
５
大
が
ん
に
対
す
る
検
診
受
診
が
可
能
と
な
っ

て
い
る
が
、
35
歳
未
満
や
、
特
に
、
全
年
齢
層
の
健

診
未
受
診
者
へ
の
が
ん
検
診
の
対
応
が
課
題
と
な
っ

て
い
る
。
現
在
、
せ
ん
虫
の
性
質
を
活
用
し
た
健
診

（N
-N
O
SE

）
の
活
用
も
検
討
し
て
い
る
と
い
う
。

　

医
療
費
分
析
で
は
、
女
性
の
被
保
険
者
が
比
較
的

多
く
、
令
和
４
年
４
月
か
ら
保
険
適
用
に
な
っ
た
、

不
妊
治
療
に
関
す
る
医
療
費
が
伸
び
て
い
る
。
従
来

か
ら
出
産
育
児
一
時
金
は
、
家
族
よ
り
も
本
人
が
多

い
と
い
う
特
徴
が
あ
っ
た
が
、
保
険
適
用
の
影
響
が

如
実
に
表
れ
て
い
る
。
東
中
村
常
務
理
事
は
、「
出
産

す
る
か
ら
会
社
を
辞
め
る
と
い
う
時
代
で
は
な
く
、

出
産
後
の
育
児
も
踏
ま
え
た
対
策
が
必
要
で
す
が
、

出
産
に
限
っ
て
い
う
と
、
保
険
給
付
と
し
て
負
担
す

る
の
は
当
然
と
し
て
も
、
一
時
金
の
増
額
が
出
生
数

の
増
加
に
繋
が
る
か
は
不
明
で
、
出
産
費
用
に
係
る

基
本
部
分
は
保
険
診
療
と
し
、
所
得
等
に
よ
り
一
部

負
担
金
に
公
費
を
充
て
、
個
人
の
要
望
に
よ
る
付
加

価
値
部
分
に
つ
い
て
は
、
自
費
扱
い
で
加
算
す
る
方

式
で
も
良
い
の
で
は
な
い
か
」
と
訴
え
る
。

　

事
業
所
と
の
コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
の
取
組
み
に
つ
い
て

は
、
国
に
よ
る
事
業
所
別
の
ス
コ
ア
リ
ン
グ
レ
ポ
ー

ト
が
出
る
前
に
、
独
自
の
事
業
所
別
レ
ポ
ー
ト
も
作

成
し
て
い
た
。
た
だ
、
コ
ロ
ナ
禍
で
あ
り
、
事
業
所

を
訪
問
し
て
の
、
更
な
る
テ
コ
入
れ
に
向
け
て
、
こ

れ
か
ら
本
格
的
に
動
き
出
す
と
い
う
。

　

事
務
所
の
体
制
に
つ
い
て
は
、
東
中
村
常
務
理
事
、

大
橋
明
事
務
長
の
下
、
総
務
部
と
業
務
部
の
２
部
体

制
と
な
っ
て
お
り
、
総
務
部
に
は
総
務
課
３
人
、
保

健
事
業
課
５
人
、
業
務
部
に
は
適
用
課
７
人
、
医
療

課
３
人
、
給
付
課
５
人
に
加
え
て
、
近
畿
支
部
の
７

人
等
が
お
り
、
計
36
人
の
職
員
で
12
万
人
の
被
保
険

者
の
健
康
を
守
っ
て
い
る
。
被
保
険
者
数
に
比
し
て

職
員
数
は
少
な
く
、
ど
の
部
署
で
も
日
々
多
忙
を
極

め
て
い
る
。

　

新
た
な
課
題
の
「
デ
ジ
タ
ル
化
」
に
つ
い
て
も
、

「
手
を
掛
け
て
良
い
体
制
を
作
り
た
い
が
、
新
し
い

こ
と
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て
い
る
余
裕
に
乏
し
い
。
な

ん
と
か
工
夫
を
し
て
、
新
し
い
体
制
を
作
り
上
げ
た

い
」（
東
中
村
常
務
理
事
）
と
展
望
す
る
。

　

コ
ロ
ナ
禍
を
乗
り
越
え
つ
つ
、
全
国
外
食
産
業
ジ

ェ
フ
健
保
組
合
は
事
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
と
い
う
、
次

の
課
題
に
向
け
て
動
き
出
そ
う
と
し
て
い
る
。

ホスピタリティを旨に
被保険者サービスを充実
全国外食産業ジェフ健康保険組合

常務理事 東
ひがしなかむら

中村 雅
まさ

彦
ひこ

 氏（談）

　組合運営の基本について「加入
員あっての、加入事業所あっての
健保組合です。加入者の立場に立
ったサービスを充実しなければな

りません」という。「健保組合は、お金（保険料）をいただ
いて医療費を払ったり、健診を受けていただいたりで、加入
者の皆さんに“お返しするサービス”が大事です。かつての
上司から言われた言葉ですので伝えていきたい」と。「外食
産業として、ホスピタリティの姿勢を健保の職員にも意識し
て、取り組んで欲しい」とのべる。
　最近の情勢については、「制度の見直しへの対応が大変」
といい、短時間労働者の適用拡大に対応したかと思えば、不
妊治療の保険適用も直接的な影響が出つつある。「健保組合
は、大企業の…、といわれることがありますが、中小企業、
サービス業の組合も多く、財政も厳しい。こうした声も今後
の制度改正に反映してほしい」と。
　「旅行好き」、「乗り物好き」を自任し、旅行でも出張でも、
行く先々でレストランやコーヒー店など「事業所探しをして
しまう」とか。健康法は「早寝早起きと“推し”のライブで
ストレス発散」と笑う。

シリーズ組合訪問  UUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUU
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○
国
会
議
員
へ
の
取
組
み

　

�

自
民
党「
国
民
皆
保
険
を
守
る

国
会
議
員
連
盟
」と
意
見
交
換

　

令
和
４
年
10
月
17
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
参
議
院
議
員
会
館
で
、
自
民
党

「
国
民
皆
保
険
を
守
る
国
会
議
員
連
盟
」

第
６
回
総
会
が
開
催
さ
れ
、
健
保
連
本

部
・
東
京
連
合
会
・
東
総
協
と
と
も
に

参
加
し
た
。

　

総
会
で
は
、
健
康
保
険
組
合
連
合
会

副
会
長
の
佐
野
雅
宏
氏
が
「
健
保
組

合
・
健
保
連
の
重
点
要
望
」
に
つ
い
て

説
明
を
し
、
こ
れ
を
盛
り
込
ん
だ
「
全

世
代
型
社
会
保
障
の
構
築
な
ら
び
に
予

算
編
成
に
対
す
る
要
望
」
と
題
す
る
提

言
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
。

　

な
お
、「
要
望
書
」
に
つ
い
て
は
、
10

月
26
日
に
鈴
木
俊
一
財
務
大
臣
に
提
出

さ
れ
た
。

　

�

公
明
党「
厚
生
労
働
部
会
・
健

康
保
険
組
合
議
員
懇
話
会
」と

　

意
見
交
換

　

令
和
４
年
11
月
９
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
参
議
院
議
員
会
館
で
、
公
明
党

「
厚
生
労
働
部
会
・
健
康
保
険
組
合
議

員
懇
話
会
」
合
同
会
議
が
開
催
さ
れ
、

健
保
連
本
部
・
東
総
協
と
と
も
に
参
加

し
た
。

　

健
康
保
険
組
合
連
合
会
副
会
長
の
佐

野
雅
宏
氏
が
「
健
保
組
合
・
健
保
連
の

重
点
要
望
」
に
つ
い
て
説
明
を
し
、
公

明
党
か
ら
は
「
現
役
世
代
の
負
担
を
軽

減
し
て
い
く
と
い
う
要
望
の
趣
旨
を
踏

ま
え
、
実
現
に
向
け
取
り
組
ん
で
い

く
」
と
の
考
え
が
示
さ
れ
た
。

　

そ
の
他
の
取
組
み

　

令
和
４
年
12
月
８
日
、
自
民
党
「
丸

川
珠
代
セ
ミ
ナ
ー
」
に
、
健
保
連
本

部
・
東
総
協
と
と
も
に
参
加
し
た
。

○
医
療
制
度
等
対
策
委
員
会

　

令
和
４
年
11
月
14
日
、
神
奈
川
県
箱

根
町
の
電
設
工
業
健
保
組
合
保
養
所

「
み
や
ぎ
の
」
で
、
令
和
４
年
度
第
２
回

医
療
制
度
等
対
策
委
員
会
を
開
催
し
、

支
払
基
金
本
部
へ
提
出
す
る
「
令
和
４

年
度
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
審
査
支
払

等
に
関
す
る
要
望
事
項
」
に
つ
い
て
検

討
集
約
を
行
っ
た
。

　

取
り
ま
と
め
た
要
望
事
項
（
30
項

目
）
に
つ
い
て
は
、
12
月
22
日
、
支
払

基
金
本
部
及
び
健
保
連
本
部
へ
そ
れ
ぞ

れ
提
出
し
た
。（
18
～
19
頁
参
照
）

○
事
務
局
長
会
議

　

令
和
４
年
12
月
６
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
薬
業
健
保
会
館
で
、
令
和
４
年

度
全
総
協
地
区
協
議
会
事
務
局
長
会
議

を
開
催
し
、
後
藤
専
務
理
事
が
「
健
康

保
険
組
合
を
取
り
巻
く
動
向
等
に
つ
い

て
」、
黒
沢
事
務
局
長
が
「
全
総
協
の
事

業
概
要
に
つ
い
て
」
を
説
明
し
、
意
見

交
換
を
行
っ
た
。

○
総
合
組
合
調
査
会

　

令
和
４
年
12
月
15
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
Ｔ
Ｋ
Ｐ
東
京
駅
大
手
町
カ
ン
フ

ァ
レ
ン
ス
セ
ン
タ
ー
で
、
令
和
４
年
度

総
合
組
合
調
査
会
（
健
保
連
主
催
）
を

開
催
し
、
健
保
連
よ
り
委
嘱
さ
れ
た
総

合
組
合
調
査
会
委
員
16
名
が
出
席
し
た
。

　

会
議
で
は
、
全
総
協
ア
ン
ケ
ー
ト
の

調
査
結
果
及
び
意
見
交
換
事
項
に
つ
い

て
、
健
康
保
険
組
合
連
合
会
副
会
長
の

佐
野
雅
宏
氏
を
は
じ
め
、
理
事
・
幹
部

職
員
と
活
発
な
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

○
厚
生
労
働
省
と
の
事
務
打
合
せ
会

　

令
和
４
年
12
月
19
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
薬
業
健
保
会
館
で
、
厚
生
労
働

省
保
険
局
保
険
課
と
の
事
務
打
合
せ
会

を
行
っ
た
。（
６
～
17
頁
参
照
）

○
広
報
委
員
会

　

令
和
５
年
１
月
11
日
、
東
京
都
千
代

田
区
の
薬
業
健
保
会
館
で
、
令
和
４
年

度
第
４
回
広
報
委
員
会
を
開
催
し
、
①

「
総
合
け
ん
ぽ
」
第
１
５
５
号
（
令
和
５

年
１
月
号
）
の
校
正
等
、
②
同
第
１
５

６
号
（
令
和
５
年
４
月
号
）
の
編
集
方

針
等
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

•••••••••••••••••••••••••••••••••••••
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•	 •
•••••••••••••••••••••••••••••••••••••

予告 � �全総協第115回定例総会及び福祉共済会�

第14回定例総会を次のとおり開催します

日時　令和５年３月28日（火）
　　　13時00分～16時00分
　　　（※ 15時00分～16時00分は説明会を予定）
場所　東実健保会館
　　　東京都中央区東日本橋３－10－４
議題　○令和５年度事業計画（案）
　　　○令和５年度収入支出予算（案）
　　　○その他
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○
令
和
４
年
度
第
２
回
総
会

　

令
和
４
年
12
月
５
日
、
千
葉
市
中
央

区
の
オ
ー
ク
ラ
千
葉
ホ
テ
ル
で
、
令
和

４
年
度
第
２
回
総
会
を
開
催
し
、
９
組

合
16
名
が
出
席
し
た
。

　

冒
頭
、
黒
川
会
長
の
健
康
保
険
組
合

を
巡
る
情
勢
及
び
千
総
協
・
全
総
協
の

事
業
へ
の
協
力
依
頼
を
含
め
た
挨
拶
の

後
、
①
令
和
４
年
度
事
業
中
間
報
告
、

②
令
和
５
年
度
事
業
計
画
、
③
そ
の
他

に
つ
い
て
審
議
し
、
原
案
ど
お
り
承
認

し
た
。

　

ま
た
、
全
国
総
合
健
康
保
険
組
合
協

議
会
専
務
理
事
の
後
藤
利
美
氏
に
よ
り
、

「
健
康
保
険
組
合
を
取
り
巻
く
動
向
等

に
つ
い
て
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ

た
。

千
葉　
　
　
　
　
　
　

（
千
葉
県
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

○
係
長
・
主
任
研
修
会

　

令
和
４
年
10
月
25
日
、
千
代
田
区
の

薬
業
健
保
会
館
で
、
係
長
・
主
任
研
修

会
を
開
催
し
、
62
組
合
92
名
が
参
加
し

た
。

東
京　
　
　
　
　
　
　

（
東
京
都
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

　

冒
頭
、
黒
田
副
会
長
の
挨
拶
後
、
合

同
会
社
Ａ
Ｌ
Ｅ
Ｏ
Ｎ
の
石
井
美
江
氏
に

よ
り
「
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ス
キ
ル
」
を
テ
ー

マ
に
係
長
・
主
任
の
立
場
と
役
割
等
、

「
ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
」
を
テ
ー
マ
に
問

題
意
識
と
改
善
意
識
等
に
つ
い
て
の
説

明
が
あ
り
、
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ

ョ
ン
が
行
わ
れ
た
。

　

ま
た
、
株
式
会
社
法
研
「
週
刊
社
会

保
障
」
副
主
幹
の
野
原
義
明
氏
に
よ
り
、

「
医
療
保
険
改
革
に
向
け
た
政
策
決
定

過
程
と
実
際
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ

れ
た
。

○
部
・
課
長
研
修
会

　

令
和
４
年
11
月
17
日
、
千
代
田
区
の

薬
業
健
保
会
館
で
、
部
・
課
長
研
修
会

を
開
催
し
、
65
組
合
94
名
が
参
加
し
た
。

　

冒
頭
、
栗
田
副
会
長
の
挨
拶
後
、
合

同
会
社
Ａ
Ｌ
Ｅ
Ｏ
Ｎ
の
石
井
美
江
氏
に

よ
り
、「
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ス
キ
ル
と
ビ
ジ

ネ
ス
ス
キ
ル
」
を
テ
ー
マ
に
、
改
善
の

目
的
と
問
題
解
決
（
部
下
か
ら
の
提
案

に
対
す
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）
等
に
つ
い

て
講
義
が
行
わ
れ
た
。

　

ま
た
、
株
式
会
社
法
研
「
週
刊
社
会

保
障
」
副
主
幹
の
野
原
義
明
氏
に
よ
り
、

「
医
療
保
険
改
革
の
現
在
地
と
健
保
組

合
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ
た
。

○
テ
ー
マ
別
研
修
会

　

令
和
４
年
12
月
15
日
、
千
代
田
区
の

薬
業
健
保
会
館
で
、
テ
ー
マ
別
研
修
会

を
開
催
し
、
71
組
合
１
５
７
名
が
参
加

し
た
。

　

東
総
協
の
齊
藤
事
務
局
長
が
「
健
康

保
険
法
令
の
構
成
や
読
み
方
、
各
業
務

に
関
す
る
法
令
の
ポ
イ
ン
ト
な
ど
」
と

題
す
る
講
義
を
行
っ
た
。

○
新
年
賀
詞
交
歓
会（
中
止
）

　

令
和
５
年
１
月
６
日
に
予
定
し
て
い

た
、（
一
社
）
東
振
協
と
共
催
で
開
催
し

て
い
る
新
年
賀
詞
交
歓
会
は
、
新
型
コ

東総協　係長・主任研修会

東総協　部・課長研修会
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ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
防
止
と
、
参

加
者
及
び
関
係
者
の
健
康
と
安
全
面
を

考
慮
し
た
結
果
、
中
止
と
し
た
。

○
事
務（
局
）長
研
修
会

　

令
和
５
年
１
月
13
日
、
千
代
田
区
の

薬
業
健
保
会
館
で
、
事
務
（
局
）
長
研

修
会
を
開
催
し
、
70
組
合
83
名
が
参
加

し
た
。

　

冒
頭
、
黒
田
副
会
長
の
挨
拶
後
、
関

東
信
越
厚
生
局
保
健
福
祉
部
保
険
課
長

の
片
野
勝
広
氏
に
よ
り
、「
組
合
運
営

の
留
意
事
項
」
と
題
す
る
講
義
が
行
わ

れ
た
。

　

ま
た
、
株
式
会
社
法
研
「
週
刊
社
会

保
障
」
副
主
幹
の
野
原
義
明
氏
に
よ
り
、

「
令
和
５
年
度
予
算
（
厚
労
省
関
連
）
と

医
療
保
険
制
度
改
革
」
と
題
す
る
講
演

が
行
わ
れ
た
。

○
一
般
教
養
研
修
会

　

令
和
４
年
10
月
５
日
及
び
11
月
16
日
、

神
奈
川　

 　
　
　
　

（
神
奈
川
県
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

横
浜
市
西
区
の
ホ
テ
ル
プ
ラ
ム
横
浜
で
、

一
般
教
養
研
修
会
を
開
催
し
、
会
員
17

組
合
91
名
に
加
え
、
会
員
外
23
組
合
34

名
が
参
加
し
た
。
11
月
16
日
に
は
Ｗ
ｅ

ｂ
に
よ
る
同
時
配
信
も
行
い
、
55
名
が

視
聴
し
た
。

　

両
日
と
も
に
「
健
保
組
合
に
お
け
る

個
人
情
報
保
護
法
に
関
す
る
こ
と
」
を

テ
ー
マ
に
、
５
日
は
関
東
信
越
厚
生
局

健
康
福
祉
部
保
険
課
社
会
保
険
業
務
専

門
官
の
小
川
満
弘
氏
、
16
日
は
同
社
会

保
険
監
査
指
導
官
の
地
引
大
輔
氏
に
よ

り
講
義
が
行
わ
れ
た
。

　

ま
た
、
国
際
医
療
福
祉
大
学
医
学
部

公
衆
衛
生
学
教
授
の
和
田
耕
治
氏
に
よ

り
、
Ｗ
ｅ
ｂ
で
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
対
策
こ
れ
ま
で
と
こ
れ
か
ら
に
向
け

て
」（
両
日
共
通
）
と
題
す
る
講
演
が
行

わ
れ
た
。

○
時
勢
研
修
会

　

令
和
４
年
12
月
８
日
、
横
浜
市
西
区

の
ホ
テ
ル
プ
ラ
ム
横
浜
で
、
時
勢
研
修

会
を
開
催
し
、
15
組
合
24
名
が
参
加
し

た
。
全
国
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会

専
務
理
事
の
後
藤
利
美
氏
に
よ
り
「
健

康
保
険
組
合
を
め
ぐ
る
諸
情
勢
に
つ
い

て
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ
た
。

○
事
務
長
等
研
修
会

　

令
和
４
年
11
月
17
～
18
日
、
金
沢
市

の
Ａ
Ｎ
Ａ
ホ
リ
デ
イ
・
イ
ン
金
沢
ス
カ

イ
で
、
３
年
ぶ
り
に
事
務
長
等
研
修
会

を
開
催
し
、
30
組
合
33
名
が
参
加
し
た
。

　

１
日
目
は
、
事
例
発
表
と
し
て
、
愛

鉄
連
健
保
組
合
常
務
理
事
の
井
﨑
茂
氏

が
「
愛
鉄
連
健
康
保
険
組
合
の
取
り
組

み　

～
新
た
な
保
健
事
業
へ
の
チ
ャ
レ

ン
ジ
～
」
と
題
す
る
講
義
を
行
っ
た
。

　

２
日
目
は
、
事
前
に
事
例
募
集
を
し

た
①
厚
生
局
の
監
査
結
果
、
②
後
期
高

齢
者
支
援
金
の
減
算
対
象
と
な
る
取
り

組
み
事
例
、
③
事
務
の
効
率
化
事
例
に

基
づ
き
、
９
組
合
か
ら
の
発
表
と
活
発

な
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

○
業
務
対
策
委
員
会

　

令
和
４
年
11
月
２
日
、
大
阪
市
中
央

中
部　
　
　
　
　
　
　

（
中
部
地
区
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

近
畿　
　
　
　
　
　
　

（
近
畿
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

区
の
シ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
大
阪
で
、
業
務
対

策
委
員
会
と
保
健
師
会
合
同
に
よ
る
健

康
開
発
研
究
会
を
開
催
し
、
35
組
合
41

名
が
出
席
し
た
。

　

青
島
会
長
の
開
催
挨
拶
の
後
、「
特

定
健
診
・
特
定
保
健
指
導
の
現
状
と
第

4
期
に
向
け
て
の
課
題
に
つ
い
て
」
を

テ
ー
マ
に
、
合
同
で
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク

を
行
い
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

○
福
利
厚
生
委
員
会

　

令
和
4
年
11
月
12
日
、
兵
庫
県
三
田

市
の
「
し
い
茸
ラ
ン
ド
か
さ
や
」
で
、

職
員
家
族
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
大
会
を

開
催
し
、
26
組
合
78
名
が
参
加
し
た
。

　

し
い
茸
狩
り
と
バ
ー
ベ
キ
ュ
ー
を
楽

し
み
、
交
流
を
深
め
た
。

　

令
和
4
年
11
月
24
日
、
大
阪
市
中
央

区
の
心
斎
橋
サ
ン
ボ
ウ
ル
で
、
阪
和
地

区
の
ボ
ウ
リ
ン
グ
大
会
を
開
催
し
、
13

組
合
53
名
が
参
加
し
た
。

○
広
報
委
員
会

　

令
和
4
年
12
月
9
日
、
大
阪
市
中
央

区
の
大
阪
織
物
商
健
保
会
館
で
、
広
報

委
員
会
を
開
催
し
、
12
組
合
15
名
が
出

席
し
た
。
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古
河
委
員
長
の
挨
拶
の
後
、
広
報
誌

「
き
ず
な
」
１
３
８
号
の
校
正
と
、
次
号

の
編
集
企
画
及
び
原
稿
の
分
担
等
に
つ

い
て
検
討
し
た
。

　

そ
の
後
、
青
島
会
長
が
情
勢
報
告
を

兼
ね
て
挨
拶
し
た
。

○
阪
和
地
区
会（
講
演
会
）

　

令
和
4
年
12
月
5
日
、
大
阪
市
中
央

区
の
シ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
大
阪
で
、
阪
和
地

区
会
を
開
催
し
、
57
組
合
69
名
が
出
席

し
た
。

　

青
島
会
長
の
開
催
挨
拶
の
後
、
株
式

会
社
法
研
「
週
刊
社
会
保
障
」
副
主
幹

の
野
原
義
明
氏
に
よ
り
、「
医
療
保
険

改
革
の
最
近
の
動
向
と
政
策
決
定
過

程
」
と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ
た
。

○
研
究
会
・
職
員
研
修
会

　

令
和
４
年
11
月
７
日
、
鹿
児
島
市
の

鹿
児
島
サ
ン
ロ
イ
ヤ
ル
ホ
テ
ル
で
、
令

和
４
年
度
研
究
会
・
職
員
研
修
会
を
合

同
で
開
催
し
、
５
組
合
12
名
が
参
加
し

た
。

　

研
究
会
で
は
、
各
組
合
に
お
け
る
令

和
３
年
度
決
算
概
要
と
令
和
４
年
度
予

算
概
要
に
つ
い
て
、
職
員
研
修
会
で
は
、

各
組
合
の
保
健
事
業
の
概
要
と
課
題
に

つ
い
て
協
議
を
行
っ
た
。

　

ま
た
、
会
議
終
了
後
に
、
全
国
総
合

健
康
保
険
組
合
協
議
会
専
務
理
事
の
後

藤
利
美
氏
に
よ
り
、「
健
保
組
合
を
取

り
巻
く
動
向
等
に
つ
い
て
」
を
テ
ー
マ

に
講
演
が
行
わ
れ
た
。

　

な
お
、
令
和
５
年
度
の
総
会
に
つ
い

て
は
、
熊
本
県
自
動
車
販
売
店
健
保
組

合
が
幹
事
と
な
り
、
令
和
５
年
４
月
に

開
催
す
る
予
定
と
し
た
。

九
州　
　
　
　
　
　
　

（
九
州
地
区
総
合
健
康
保
険
組
合
協
議
会
）

近総協　阪和地区会（講演会）

お問合せ

プログラムの内容、お見
積もりはいつでもご相談
ください︕

「新しい生活様式」に向けたルネサンスの健康づくり
肩凝り

腰 痛

睡眠
傷
害

メ
タ
ボ

喫 煙

メンタル
不
調

歩数
減少

飲 酒 企業
の
悩み

コミュニケーション
がとりづらい

生活習慣が
見えない

集合研修
ができない

健康かどうか
心配・・・

■運動や良い生活習慣のきっかけづくりに最適︕ ■運動の継続や仕事の合間のリフレッシュに最適︕

≪プログラム概要≫
○プログラム … ヨガ、機能改善ストレッチ、VDT対策 他
○時 間 … プログラム実施45分／60分

（オリエンテーション5分／実施後の質疑応答10分）
○配信仕様… Zoomを使用し、参加者はご自宅でデバイスを問わず

参加いただけます。
○人 数 … 定員95名
○価 格 … 66,000円（税込）～

お客様のニーズ
に合わせた

豊富なプログラム︕

全 ７種類
レッスン 種類
セミナー ５ 種類

簡単︕
初心者向け

短時間︕
好きな時間に

自宅や
デスクで︕

閲覧レポート
ご提供︕

料金設定

従業員の人数に合わせて
一人 円からできる

健康づくり

個人の
健康課題

オンラインでの
健康づくりのご案内

個人で登録
自宅がスタジオ︕

オンラインレッスンのご案内

スポーツクラブ
法人会員契約のご案内
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表紙のことば

蔵
王
の
樹
氷
（
山
形
県
山
形
市
・
上か

み
の
や
ま
し

山
市
）

　

山
形
県
を
代
表
す
る
観
光
地
「
蔵
王
」
は
、

山
形
市
と
上
山
市
に
位
置
し
、
開
湯
１
９
０

０
年
と
い
わ
れ
る
蔵
王
温
泉
や
、
大
自
然
の

も
と
で
楽
し
む
様
々
な
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
な

ど
、
オ
ー
ル
シ
ー
ズ
ン
満
喫
で
き
る
〝
四
季

の
リ
ゾ
ー
ト
〟
で
す
。

　

そ
の
蔵
王
の
冬
の
絶
景
と
し
て
名
高
い
氷

と
雪
の
芸
術
「
樹
氷
」。
樹
氷
は
限
ら
れ
た
地

域
に
し
か
見
ら
れ
な
い
、
全
国
的
に
も
珍
し

い
も
の
で
す
。
蔵
王
の
樹
氷
は
、
霧
状
に
な

っ
た
多
量
の
過
冷
却
水
滴
を
含
ん
だ
季
節
風

が
、
常
緑
針
葉
樹
で
あ
る
ア
オ
モ
リ
ト
ド
マ

ツ
の
木
々
に
ぶ
つ
か
り
瞬
間
的
に
凍
り
付
く

こ
と
で
大
き
く
成
長
し
て
い
き
ま
す
。

　

大
き
な
も
の
で
は
５
メ
ー
ト
ル
を
超
え
、

そ
の
大
き
な
迫
力
か
ら
別
名
「
ス
ノ
ー
モ
ン

ス
タ
ー
」
と
も
呼
ば
れ
、
例
年
１
月
下
旬
か

ら
２
月
末
頃
ま
で
見
ご
ろ
を
迎
え
ま
す
。

　

蔵
王
の
特
別
な
気
候
が
生
み
出
す
、
一
つ

ひ
と
つ
独
特
な
形
状
で
成
長
し
た
樹
氷
群
は

必
見
で
す
。

樹
氷
の
楽
し
み
方

　

蔵
王
で
は
、
ロ
ー
プ
ウ
ェ
イ
の
利
用
で
誰

で
も
気
軽
に
樹
氷
を
観
る
こ
と
が
で
き
る
と

と
も
に
、
ロ
ー
プ
ウ
ェ
イ
を
降
り
れ
ば
、
散

策
し
な
が
ら
樹
氷
の
迫
力
を
目
の
前
で
感
じ

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
12
月
下
旬
か
ら
２
月

末
頃
ま
で
開
催
さ
れ
る
「
蔵
王
樹
氷
ま
つ

り
」
の
期
間
中
は
、
樹
氷
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
も

開
催
さ
れ
、
多
彩
な
照
明
に
よ
り
浮
か
び
上

が
る
夜
の
樹
氷
が
織
り
な
す
光
景
は
、
ま
る

で
幻
想
の
世
界
に
迷
い
込
ん
だ
雰
囲
気
で
す
。

　

蔵
王
温
泉
ス
キ
ー
場
に
は
「
樹
氷
原
コ
ー

ス
」
が
あ
り
、
樹
氷
を
鑑
賞
し
な
が
ら
ス

キ
ー
や
ス
ノ
ー
ボ
ー
ド
な
ど
、
ウ
イ
ン
タ
ー

ス
ポ
ー
ツ
を
楽
し
む
こ
と
が
で
き
、
様
々
な

樹
氷
の
楽
し
み
方
が
で
き
る
の
も
蔵
王
な
ら

で
は
の
特
徴
で
す
。

蔵
王
の
樹
氷
が
減
っ
て
い
る
…
？

　

近
年
、
樹
氷
の
形
成
に
欠
か
せ
な
い
ア
オ

モ
リ
ト
ド
マ
ツ
の
木
が
次
々
と
枯
れ
て
お
り
、

蔵
王
の
樹
氷
は
危
機
に
瀕
し
て
い
ま
す
。
そ

の
原
因
は
虫
に
よ
る
食
害
で
、
被
害
を
受
け

た
ア
オ
モ
リ
ト
ド
マ
ツ
が
枯
死
し
て
し
ま
う

深
刻
な
状
況
に
陥
っ
て
い
ま
す
。
年
々
そ
の

姿
は
小
振
り
で
期
間
も
短
く
な
っ
て
き
て
い

る
こ
と
か
ら
、
近
い
将
来
、
今
ま
で
の
よ
う

な
迫
力
あ
る
樹
氷
が
観
ら
れ
な
く
な
っ
て
し

ま
う
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

そ
の
よ
う
な
今
だ
か
ら
こ
そ
、
冬
の
山
形

に
お
越
し
の
際
は
、
温
泉
や
グ
ル
メ
な
ど
の

観
光
ス
ポ
ッ
ト
と
併
せ
て
、
美
し
い
蔵
王
の

樹
氷
を
ぜ
ひ
訪
れ
て
み
て
く
だ
さ
い
。

別名「スノーモンスター」

蔵王温泉スキー場
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「マイナ保険証」で病院の
かかり方をアップデート！

若いうちに知って
おきたい健康のこと

体裁：Ａ４判　総４頁 体裁：Ａ４判　総 16 頁
定価：本体 300 円＋税

新刊

新刊 新刊

新刊

この冬の感染症に備える
対策ガイドブック

新刊

新刊

体裁：Ａ４判　総 16 頁
定価：本体 180 円＋税

フレイル予防で
いきいきライフ

体裁：Ａ４判　総 16 頁
定価：本体 300 円＋税

ジェネリック医薬品
お願いシール

体裁：封筒型

リフィル処方箋

体裁：Ａ４判　総４頁

広報誌、健康図書、家庭医学書、市販図書、実務図書の発行

出 版 事 業

スマートフォンに標準対応。 
使いやすさ・機能も大幅に向上

ホームページ・スタンダードプラン V
バージョン

3

「データヘルス計画」に基づいたプログラム

法研のデータヘルスプログラム

個人向け情報提供をサポートします

マイヘルスウェブ

健診受診者ひとりひとりに合わせた、オンリーワンの健康情報誌

マイヘルスレポート

健康づくりキャンペーンの実施をお手伝い

マイヘルスアップキャンペーン

健診・保健指導義務化への対応に

法研 特定保健指導プログラム

特定保健指導対象外の高リスク者にも確実にアプローチ

重症化予防事業

長年培ってきたノウハウで医療費低減化をサポート

前期高齢者向け電話保健指導『すこやかエイジ』

禁煙成功へのパートナー

禁煙支援事業

いつでも相談相手がいる「安心感」を提供します

ファミリー健康相談／ 
ベストドクターズ ®・サービス

こころの悩みや不安に臨床心理士がお応えします

メンタルヘルスカウンセリング

安衛法の改正に対応したストレス対策をご提供

マイストレスチェック

保健事業の推進と業務の効率化に

保健事業支援システム

ジェネリック医薬品の使用を促進します

ジェネリック医薬品差額通知（GE-Report）

保険給付適正化をサポート

被扶養者資格調査事業

入庫から保管までレセプトに関する業務を代行します

レセプト管理・分析システム

正確かつ高品質のデータ作成が可能に

健診結果データ化サービス

ご注文・お問い合わせはご注文・お問い合わせは

https://www.sociohealth.co.jp/
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